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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。 

 ２．第32期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

３．平成18年３月31日現在の株主に対して、平成18年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式

分割を行っており、平成18年３月末時点の株価は権利落後の株価となっております。そのため、第31期の株

価収益率については権利落後の株価に分割割合を乗じて算出しております。 

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 26,849 33,009 43,933 54,273 59,566 

経常利益 (百万円) 589 1,128 1,123 1,540 1,564 

当期純利益 (百万円) 100 624 360 479 779 

純資産額 (百万円) 6,505 7,092 7,396 7,551 8,120 

総資産額 (百万円) 18,172 19,314 19,110 21,453 24,193 

１株当たり純資産額 (円) 993.77 1,079.04 1,114.22 1,130.17 607.22 

１株当たり当期純利益 (円) 14.16 92.70 54.71 67.66 58.55 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益 
(円) 10.56 79.57 54.58 67.56 58.54 

自己資本比率 (％) 35.8 36.7 38.7 35.2 33.4 

自己資本利益率 (％) 1.53 9.18 4.98 6.42 9.97 

株価収益率 （倍） 28.25 8.90 24.68 31.48 13.05 

営業活動によるキャッシュ・

フロー 
(百万円) -438 1,549 1,406 1,442 2,411 

投資活動によるキャッシュ・

フロー 
(百万円) -2,203 -452 -1,007 -2,361 -1,552 

財務活動によるキャッシュ・

フロー 
(百万円) 1,284 -547 -2,100 1,593 -297 

現金及び現金同等物の期末残

高 
(百万円) 2,578 3,129 1,498 2,174 2,736 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
(人) 

733 

[372] 

798 

[571] 

928 

[904] 

907 

[1,168] 

1,039 

[1,315] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第32期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

 ３．平成18年３月31日現在の株主に対して、平成18年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式

分割を行っており、平成18年３月末時点の株価は権利落後の株価となっております。そのため、第31期の株

価収益率については権利落後の株価に分割割合を乗じて算出しております。 

 ４．第30期の１株当たり配当額には、創業３０周年記念配当５円を含んでおります。 

 ５．第31期の１株当たり配当額には、東京証券取引所及び大阪証券取引所の市場第一部指定記念配当５円を含ん

でおります。 

 ６．第32期の１株当たり配当額には、特別配当７円を含んでおります。 

７．第32期の期末従業員数の減少は、当社が、平成18年4月１日にオートバックス事業及び新車・中古車事業を

会社分割し、持株会社となったことによるものです。 

        ８．平成18年4月１日より持株会社体制に移行したため、第32期より経営指標等が大きく変動しております。 

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 22,165 22,424 21,167 24,852 2,985 

経常利益 (百万円) 694 1,077 1,051 1,544 432 

当期純利益 (百万円) 252 567 485 364 340 

資本金 (百万円) 1,785 1,785 1,785 1,785 1,785 

発行済株式総数 (千株) 6,668 6,668 6,668 6,668 13,336 

純資産額 (百万円) 6,641 7,173 7,572 7,647 7,741 

総資産額 (百万円) 16,325 15,662 13,811 16,305 15,119 

１株当たり純資産額 (円) 1,014.84 1,091.55 1,140.76 1,144.59 581.50 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配当額) 
(円) 

15 

(7.5) 

15 

(7.5) 

20 

(10.0) 

25 

(12.5) 

17 

(5.0) 

１株当たり当期純利益 (円) 37.53 84.27 73.71 50.38 25.57 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益 
(円) 28.07 72.42 73.55 50.30 25.56 

自己資本比率 (％) 40.7 45.8 54.8 46.9 51.2 

自己資本利益率 (％) 3.81 8.22 6.59 4.79 4.42 

株価収益率 （倍） 10.66 9.79 18.32 42.28 29.88 

配当性向 (％) 40.0 17.8 27.1 49.6 66.5 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
(人) 

658 

[180] 

660 

[187] 

635 

[213] 

710 

[224] 

31 

[13] 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和51年６月 自動車部品及び用品の小売を目的として、当社代表取締役木下 守が兵庫県明石市大久保町福田

字中島 212番４に「キノシタ商事株式会社」を設立する。 

昭和51年７月 「オートバックスフランチャイズチェン」に加盟し、「オートバックス大久保店」を第１号店と

して開店し、以降「オートバックス」店舗の多店舗展開を図る。 

昭和54年10月 当社代表取締役木下 守が昭和50年６月に設立し、「オートバックス加古川店」及び「オートバ

ックス高砂店」を経営していた「株式会社エムケー商会」を合併する。 

昭和55年３月 本店を兵庫県加古川市加古川町河原259番地の１に移転する。 

昭和61年５月 本店を兵庫県加古川市加古川町溝の口171番地の１に移転する。 

平成２年３月 登記上の本店を神戸市須磨区弥栄台３丁目１番地の６に移転する。 

平成５年４月 当社代表取締役木下 守が昭和52年４月に設立し、「オートバックスタカラヅカ店」及び「オー

トバックス西宮店」を経営していた旧「株式会社オートセブン」（昭和58年２月に株式会社カー

ライフセブンに商号変更）を合併する。 

平成７年４月 商号を「株式会社オートセブン」に変更する。 

平成８年５月 オートバックスチェングループで福井県内で営業していた株式会社グランドオートから営業の全

部（２店舗）を譲受ける。 

平成８年８月 大阪証券取引所市場第二部に株式を上場。 

平成８年12月 ㈱ガリバーインターナショナルとフランチャイズ契約を締結し、車買取専門店「ガリバー竜野

店」を出店する。 

平成12年９月 千葉県に連結子会社「キノシタオート株式会社」を設立する。 

平成13年５月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。 

平成14年１月 連結子会社「株式会社セブンプランニング」を設立する。 

平成14年４月 連結子会社「株式会社サンセブン」を設立し、株式会社神戸物産とフランチャイズ契約を締結し

「業務スーパー箕谷店」を出店する。 

平成14年８月 連結子会社キノシタオート株式会社が日本証券業協会が運営する気配公表銘柄制度（グリーンシ

ート）に登録する。 

平成16年４月 連結子会社「株式会社バイクセブン」を設立する。 

平成16年６月 

平成17年４月 

平成17年９月 

平成18年１月 

連結子会社株式会社サンオートインターナショナルに当社の新車中古車事業を吸収分割する。 

連結子会社キノシタオート株式会社を吸収合併する。 

東京証券取引所、大阪証券取引所の市場第一部に指定。 

連結子会社 「オートセブン分割準備株式会社」（現 株式会社オートセブン）を設立する。 

平成18年４月 

 

  

平成18年11月 

持株会社体制に移行し、商号を「株式会社Ｇ－７ホールディングス」に変更する。 

  当社が営むすべての営業(グループ経営に関する企画・計画及び管理に関わる営業を除く)を連結子

会社「株式会社オートセブン」へ承継させる会社分割をする。 

 「株式会社タカツキ」の株式を取得し、連結子会社とする。 

  当社子会社「株式会社オートセブン」は、「福神産業株式会社」の株式を取得し、連結子会社とす

る。 



３【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社と子会社１０社で構成され、車（四輪・二輪）関連用品・部品販売、食品・雑貨販売、不

動産賃貸業、新車・中古車（各四輪・二輪）の販売・買取り、飲食業他を行っております。 

    

当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

  （注）1.㈱サンオートインターナショナル（神戸市須磨区）は新車・中古車事業を展開する目的で設立してお

ります。なお、㈱サンオートインターナショナル（神戸市中央区）は清算いたしました。      

     2.平成18年4月1日付で当社が営むオートバックス事業及び新車・中古車事業については、オートセブン

分割準備株式会社に会社分割を行い、当社は持株会社となり、株式会社G－7ホールディングスに商号

変更し、オートセブン分割準備株式会社は株式会社オートセブンに商号変更いたしました。 

        3.当社グループとして不動産賃貸事業を主たる事業として位置づけることとしたため、当連結会計年度

より、「不動産賃貸事業」に区分することとしております。 

オートバックス事業 主要品目…タイヤ・ホイール・カーオーディオ・カーナビゲーション・オイル・バッテ

リー等 

  ㈱オートセブン他が販売を行っております。 

新車・中古車事業 主要品目…自動車 

  ㈱サンオートインターナショナル（神戸市須磨区）及び㈱オートセブン他が販売を行っ

ております。 

食品・雑貨小売事業 主要品目…冷凍食品・加工食品等 

  ㈱サンセブンが販売を行っております。 

不動産賃貸事業 

その他の事業 

当社及び㈱セブンプランニング他が行っております。 

主要品目…二輪・二輪用品・飲食業等 

  ㈱バイクセブン及び㈱セブンプランニング他が行っております。 



 事業系統図は次のとおりであります。  



４【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．株式会社サンセブン及び株式会社オートセブンは特定子会社であります。 

３．株式会社サンセブンの売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）は、連結売上高に占める割合が10％を

超えております。 

主要な損益情報等   (1）売上高     28,849百万円 

(2）経常利益      271百万円 

(3）当期純利益    138百万円 

(4）純資産額       546百万円 

(5）総資産額     5,183百万円 

     ４．株式会社オートセブンの売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）は、連結売上高に占める割合が10％

を超えております。 

主要な損益情報等   (1）売上高     24,430百万円 

                                  (2）経常利益    1,352百万円 

                                  (3）当期純利益    775百万円    

                                  (4）純資産額     3,800百万円  

                                  (5）総資産額     7,830百万円 

     ５. 議決権の所有割合の（）内は間接所有割合で内数であります。 

        ６. 当連結会計年度において、七福(成都)汽車用品有限公司については、所有する持分を譲渡したため、㈱サン

オートインターナショナル(神戸市中央区)は、清算したため関係会社ではなくなりました。 

名称 住所 
資本金 

（百万円）
主要な事業の内容 

議決権の所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）          

株式会社セブンプラン

ニング 
神戸市須磨区 50 

不動産賃貸事業及

びその他の事業 
100.0 設備の賃貸借 

株式会社サンセブン 

 (注)２、３ 

  

神戸市須磨区 405 
食品・雑貨小売事

業他 
98.5 店舗設備の賃貸 

株式会社バイクセブン 神戸市須磨区 70 その他の事業 100.0 
店舗設備の賃貸 

 資金の貸付 

七福集団有限公司 
89 Queensway 

Hong Kong 
10 その他の事業 100.0 役員の兼務１名 

株式会社人財アドバン

ス 

(旧人財ソリューショ

ン) 

神戸市須磨区 10 その他の事業 100.0  － 

株式会社オートセブン 

  (注)２、４ 
神戸市須磨区 380 

オートバックス事

業他 
100.0 

役員の兼務２名 

 店舗設備の賃貸 

 経営管理料の受取 

 資金の貸付 

株式会社サンオートイ

ンターナショナル  
神戸市須磨区 99 新車・中古車事業 100.0 役員の兼務２名  

株式会社ジョイセブン

コーポレーション 
横浜市緑区 50 その他の事業 100.0 役員の兼務１名 

福神産業株式会社 兵庫県姫路市  10 
オートバックス事

業  

100.0 

 （100.0）
役員の兼務１名 

 株式会社タカツキ  大阪府摂津市 45 
オートバックス事

業 
70.5  － 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［ ］内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門等に所属して

いるものであります。 

     ３．オートバックス事業の従業員数が前期末に比べ90名増加したのは、福神産業㈱及び㈱タカツキが新たに連結

子会社になったこと等によるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除いております。）であり、臨時雇用者数は［ ］内に当

事業年度の平均人員を外数で記載しております。 

        ２．平成18年４月１日より持株会社体制に移行しております。このため、当連結会計年度の従業員数は、前連結

会計年度と比較して大きく変動しております。 

３．平均年間給与は、１年間在籍社員の年間給与であり、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

ａ．名   称  オートセブンユニオン 

ｂ．上部団体名  ゼンセン同盟 

ｃ．結成年月日  平成７年10月２日 

ｄ．組合員数   547名（平成19年３月31日現在） 

ｅ．労使関係   労使関係は円満に推移しており、現在までに労使間の特別の紛争等はありません。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

オートバックス事業 775 [257] 

新車・中古車事業 44 [9] 

食品・雑貨小売事業 141 [972] 

不動産賃貸事業 － [1] 

その他の事業 48 [63] 

全社（共通） 31 [13] 

合計 1,039[1,315] 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

          31 [13]  45.1 5.9 4,938,160 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景に個人消費にも少し明るい兆しが見え始めるなど、景気

は緩やかな回復基調に移行しつつあるとはいえ、原材料の高騰、金利上昇の懸念、原油価格の不安定等が加わり、経済全

体としては依然として不透明感の残る状況で推移いたしました。 

 小売業界におきましては、所得・雇用情勢はやや改善したとはいえ、引き続き将来不安を背景にして個人消費は本格的

な回復には至っておりません。加えて少子高齢化の影響もあり、小売業全体としては依然として厳しい環境下にありまし

た。 

 自動車用品販売業界におきましても、価格競争、顧客の争奪が激化する状況が続きました。 

 このような環境のなかで、当社グループは、トータルカーライフの取り組みを強化し、整備・車検事業等、自動車用品

以外の分野を付加事業と位置付け、顧客満足向上のため全社一丸となって取り組んでまいりました。 

 また、業務用食材を小売販売する「業務スーパー」におきましては、積極的な店舗展開を図ると同時にお客様のニーズ

に応えるべく青果、精肉を併設する店舗を増やす等の取り組みによりお客様の満足度向上に努めてまいりました。 

 以上の結果、当連結会計年度の売上高は 59,566百万円（前期比 9.8％増）、営業利益は 1,497百万円（同 0.9％

増）、経常利益は 1,564百万円（同1.6％増）、当期純利益は779百万円（同 62.5％増）となりました。 

セグメント別の状況は、次のとおりです。 

 オートバックス事業におきましては、兵庫県に平成18年10月「NEW土山店」、平成19年3月「姫路西店」を移転・リニュ

ーアル開店し、また、平成18年11月に「姫路リバー・シティー店」「網干店」を運営する福神産業㈱を買収し、既存店の

見直し・サービス拡充を通じて事業基盤の強化を行いました。その結果、オートバックス事業の売上高は、24,857百万円

（前期比0.9％増）となりましたが、売上総利益率の低下による売上総利益額の減少、販促費用及び新規出店費用等の増

加により、営業利益は 1,176百万円（同 41.1％減）となりました。 

 新車・中古車事業におきましては、中古車買取の「ガリバー」で、仕入れ体制の強化、販売促進策の積極展開に努めま

した。同時に、新車・中古車販売の「オートバックス・カーズ」と合わせて自動車販売の拡大への体制の強化をめざして

まいりました。この結果、新車・中古車事業の売上高は、4,029百万円（同 24.5％増）、営業利益は 31百万円（前年同

期は112百万円の営業損失）となりました。 

 食品・雑貨小売事業につきましては、業務用食材を小売販売する「業務スーパー」を関東地区に３店舗（鴨居店、鴻巣

店、茅ヶ崎店）中部地区に５店舗（半田店、津高茶屋店、道伯店、小牧店、名東極楽店）関西地区に２店舗（大安寺店、

堺東店）、九州地区に１店舗（新宗像店）の計11店舗の新規出店、一方九州地区の３店舗を営業委託いたしました。ま

た，関東地区の1店舗を他社に営業譲渡いたしました。この結果、当連結会計年度末の業務スーパーの店舗数は直営74店

舗、営業委託３店舗、合計77店舗となり、食品・雑貨小売事業の売上高は28,849百万円（同12.7％増）、営業利益は 285

百万円（同 41.2％増）となりました。 

 不動産賃貸事業につきましては、当連結会計年度より、営業外損益に計上していた不動産賃貸収入及び不動産賃貸原価

を営業損益に計上いたしました。その結果、売上高は783百万円、営業利益は336百万円となりました。 

 その他の事業におきましては、二輪車用品・部品販売と二輪車の新車・中古車販売を行う「バイクセブン」を２店舗

（東大阪店・土山店）オープンし販売の拡大に努めました。この結果、その他の事業の売上高は 1,046百万円（同29.6％

増）となりましたが、新規出店に伴う出店経費等の増加により営業損失は 57百万円（前年同期は66百万円の営業損失）

となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、当連結会計年度に561百万円増加し、当

連結会計年度末の資金は2,736百万円(前年同期末は2,174百万円)となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金の増加は2,411百万円(前期は1,442百万円の増加)となりました。これは税金等調整前当期純利益

が1,505百万円、減価償却費が901百万円であったこと等による資金の増加によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金の減少は1,552百万円（前期は2,361百万円の減少）となりました。これは有形固定資産の売却に

よる収入が539百万円ありましたが、オートバックス店舗用地及び業務スーパー店舗を新規出店したこと等に伴う有

形固定資産の取得による支出が2,101百万円あったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の減少は297百万円（前期は1,593百万円の増加）となりました。これは主に、短期借入金の純増

が1,125百万円がありましたが、長期借入金の返済による支出が924百万円、社債の償還による支出が160百万円、配

当金の支払が148百万円あったこと等によるものであります。 



２【商品仕入及び販売の状況】 

(1）商品仕入実績 

 当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

        ２.  セグメント間の取引については相殺消去しております。 

        ３.  当連結会計年度より、当社グループとして不動産賃貸事業を主たる事業として位置付ることとしたため、

当該事業が増えております。 

(2）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

     ２.  セグメント間の取引については相殺消去しております。 

        ３.  当連結会計年度より、当社グループとして不動産賃貸事業を主たる事業として位置付ることとしたため、

当該事業が増えております。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 構成比（％） 

オートバックス事業 15,021 99.4 34.8 

新車・中古車事業 3,413 125.7 7.9 

食品・雑貨小売事業 23,973 112.3 55.5 

不動産賃貸事業 － － － 

その他の事業 782 161.7 1.8 

合計 43,191 110.0 100.0 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 構成比（％） 

オートバックス事業 24,857 100.9 41.7 

新車・中古車事業 4,029 124.5 6.8 

食品・雑貨小売事業 28,849 112.7 48.4 

不動産賃貸事業 783 － 1.3 

その他の事業 1,046 129.6 1.8 

合計 59,566 109.8 100.0 



３【対処すべき課題】 

今後のわが国の経済は、温暖化に見られる環境問題、原材料の高騰、少子高齢化という時代背景を抱えつつ、国内外で

の消費市場の変化に見られるように、経済全般の予測が大変困難な状況となっています。 

 このような状況の中で、当社グループの対処すべき課題は、めまぐるしく変化する市場動向に対応するとともに、既存

の事業についてより顧客の支持が得られるような情報の発信、商品の提供をすることが重要であると考えています。 

 このようななかで、当社は、平成18年4月に持株会社に移行し、「効率的でスピーディなグループ戦略の推進」、「傘

下の各事業会社の経営責任の明確化」、「各事業会社における機動的な事業運営と最適な人的資源の配置」を推進し、

「Ｇ－７グループ」として、車（四輪・二輪）関連事業、食品スーパー・フード関連事業、デベロップ・不動産関連事

業、ヘルシー・ペット・リサイクル関連事業、アジアを中心とする海外事業、ネット通販・インターネット関連事業、人

財開発関連事業の7事業を戦略事業と位置付け、中長期的にグループシナジー（相乗化）強化に努め、社会に貢献できる

Ｇ－７グループを目指してまいります。 

 車（四輪・二輪）関連事業や食品スーパー・フード関連事業等の既存事業の強化はもちろんのこと、今後新規事業の円

滑な立ち上げと収益性の確保が重要な課題となります。 

 特に機動的な事業運営を行うためには、立地開発から店舗オープンまでのスピードと的確なマーケットの把握が重要で

あり、かつ採算重視の経営が必要となります。そのため「傘下の各事業会社の経営責任の明確化」を推進してゆく所存で

あります。 

 また、「最適な人的資源の配置」が重要となります。そのため当社グループが一丸となりグループ企業間のシナジー効

果を高めてゆく必要があります。 

 これらの課題に対処するために中長期の展望にたち、１年ごとにそのハードルを乗り越えて行くことはもちろんのこ

と、コーポレートガバナンスやコンプライアンス、リスク管理などの取り組みを通じ、社会からの信頼と共感を得られる

よう努めてまいります。 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

１．フランチャイズ契約について 

 当社の企業集団は、当社と子会社１０社で構成され、オートバックス事業、新車・中古車事業、食品・雑貨小売

事業、不動産賃貸事業及びその他の事業を営んでおります。各事業におけるフランチャイズ本部との契約概要は、

以下のとおりであります。 

①オートバックス事業 

 連結子会社㈱オートセブンは、㈱オートバックスセブン（以下ＦＣ本部）とオートバックスフランチャイズチ

ェン契約を締結し、同社が運営するフランチャイズチェンのフランチャイジーとして、自動車用品・部品の小売

販売を行っております。当該契約における新規出店の取り扱いについては、出店地域の制限は無いものの、新規

出店する場合ＦＣ本部に出店の承認を申請しＦＣ本部が地域特性及び採算性等を勘案し、出店の是非を決定する

こととされております。 

(a）契約の要旨 

 オートバックスチェンの加盟店は、契約に定められた店舗所在地において、「オートバックス○○店」等と

いう店名を用いて自動車部品・用品及び関連する商品の販売及びサービスの提供を行う。ＦＣ本部は安定的に

商品を供給するとともに、店舗運営に必要な事業システム及びノウハウを提供する。 

(b）契約期間 

 契約締結の日から５年間とし、双方のいずれかより期間満了の６カ月前までに文書により更新しない旨の意

思表示が無い場合は、自動的に３年間継続更新されるものとし、その後も同様の方法で自動的に３年毎に継続

更新される。また、契約の期間中でも双方のいずれかより６カ月前の予告をすることにより、契約を自由に解

除することが出来る。 

(c）契約の解除 

 当該フランチャイズ契約については、契約の解除項目を規定しております。 

 当該フランチャイズ契約の継続に支障を来す要因は、現時点では発生しておりません。また、当該要因が発

生した場合は、事業活動に影響を及ぼす可能性があります。 

  

②食品・雑貨小売事業 

 連結子会社㈱サンセブン(当社所有割合98.5%)は、㈱神戸物産とフランチャイズ契約を締結し、「業務スーパ

ー」の店舗名で食品・雑貨の小売販売を行っております。当該契約における新規出店の取り扱いについては、消

費者最優先の理念に基づき、競争原理を排除しないため、一部の地域において他社店舗との間に競合が生じる可

能性があります。 



２．業績推移について 

(1）最近の業績について 

 当社グループの最近４期間の業績は、以下のとおりであります。 

 当社グループの主要事業であるオートバックス事業は、当社の本社所在地である兵庫県において集中的な出店

政策を推し進めた結果、平成19年3月期末現在、当該事業49店舗のうち、34店が兵庫県に立地しており、既に同

県においては、一定の市場シェアを有していることにより、今後においては更なるシェアの拡大を図ることは困

難な状況にあります。また、兵庫県以外の地域においても、自動車用品市場が急成長することは見込めず、過年

度のような積極的な新規出店は困難な状況にあるため、当該事業の売上高の伸びは鈍化する傾向にあります。 

 そのため、当該事業については、同業他社をＭ＆Ａすること等により事業拡大を図る方針であります。 

 また、当社グループとしては、平成14年4月に連結子会社㈱サンセブンを設立、㈱神戸物産とフランチャイズ

契約を締結し、同社の指導援助のもと食品・雑貨小売事業を開始いたしました。当該事業については、積極的な

出店を行いながら業績改善を図る方針でありますが、今後において、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

(2）業界動向及び競合等について 

 当社グループが主要事業としている自動車用品業界は、成熟した市場であることに加えて、長期にわたる個人

消費の低迷、デフレ経済及び同業他社との競合等の影響により、厳しい環境にあります。 

 そのため、当社グループの業績は、市場動向、一般経済情勢及び競合等に影響を受ける可能性があります。 

    平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期  平成19年３月期  

  オートバックス事業（百万円） 21,895 23,346 24,630 24,857 

  (期末店舗数) (48) (48) (47) (49) 

  新車・中古車事業（百万円） 2,230 2,586 3,236 4,029 

  食品・雑貨小売事業（百万円） 8,572 17,189 25,599 28,849 

  (期末店舗数) (35) (51) (67) (74) 

  不動産賃貸事業（百万円） - - - 783 

  その他の事業（百万円） 310 811 807 1,046 

売上高（百万円） 33,009 43,933 54,273 59,566 

  オートバックス事業（百万円） 1,568 1,686 1,998 1,176 

  新車・中古車事業（百万円） -26 -95 -112 31 

  食品・雑貨小売事業（百万円） 1 84 202 285 

  不動産賃貸事業（百万円） - - - 336 

  その他の事業（百万円） -13 -100 -66 -57 

  (消去)（百万円） (487) (533) (537) (275) 

営業利益（百万円） 1,043 1,042 1,483 1,497 

(営業利益率) (3.2%) (2.4%) (2.7%)  (2.5%)  

営業外収益（百万円） 642 651 776 264 

営業外費用（百万円） 557 570 720 197 

(うち支払利息)（百万円） (99) (104) (85) (84) 

経常利益（百万円） 1,128 1,123 1,540 1,564 

当期純利益（百万円） 624 360 479 779 



３．業績の季節的変動について 

 当社グループの最近２期間の上期及び下期の業績は下記の通りであります。主要事業であるオートバックス事業

において、冬用タイヤ、チェーン等の売上高が下期に増加することより、当社グループ全体でも営業利益及び経常

利益が下期に増加する傾向があります。 

    平成18年３月期  平成19年３月期 

    上期 下期 合計 上期  下期   合計 

  オートバックス事業（百万円） 11,404 13,225 24,630 11,441 13,415 24,857 

  新車・中古車事業（百万円） 1,477 1,758 3,236 1,835 2,194 4,029 

  食品雑貨・小売事業（百万円） 12,609 12,990 25,599 14,141 14,707 28,849 

  不動産賃貸事業(百万円)  - - - 366 417 783 

  その他の事業（百万円） 484 323 807 467 579 1,046 

  売上高（百万円） 25,976 28,297 54,273 28,252 31,314 59,566 

  (上下構成比)（％） (47.9) (52.1) (100.0) (47.4) (52.6) (100.0) 

  オートバックス事業（百万円） 848 1,149 1,998 394 782 1,176 

  新車・中古車事業（百万円） -68 -44 -112 5 25 31 

  食品雑貨・小売事業（百万円） 23 178 202 115 169 285 

  不動産賃貸事業(百万円)  - - - 203 132 336 

  その他の事業（百万円） -22 -43 -66 -12 -44 -57 

  消去または全社（百万円） (292) (245) (537) (156) (118) (275) 

  営業利益（百万円） 488 995 1,483 550 946 1,497 

  (上下構成比)（％） (32.9) (67.1) (100.0) (36.8) (63.2) (100.0) 

  経常利益（百万円） 515 1,024 1,540 559 1,005 1,564 

  (上下構成比)（％） (33.4) (66.6) (100.0) (35.7) (64.3) (100.0) 



４．有利子負債の依存度について 

 当社グループは、主としてオートバックス事業における設備投資資金及び運転資金について、長短期借入金、社

債等の発行による資金調達により賄っております。最近4年間の総資産に占める有利子負債総額の割合は、以下の

とおりであります。 

 現時点においては、多額の設備投資を見込んでおらず、営業キャッシュ・フローの範囲内で設備投資を行ってい

く方針であるため、今後においては、有利子負債依存度は漸減していくものと考えておりますが、金利が変動した

場合、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

５．大店立地法による規制について 

 店舗面積1,000㎡を超える新規出店及び増床に際しては「大規模小売店舗立地法」（以下「大店立地法」とい

う）の規制対象となっており、都道府県または政令指定都市に届出が義務づけられています。届出後、駐車台数、

騒音対策、廃棄物処理について、地元住民の意見を踏まえ、都道府県・政令指定都市が主体となって審査が進めら

れるため、新規出店及び増床計画は、同法の影響を受ける可能性があります。 

    平成16年３月期 平成17年3月期 平成18年3月期  平成19年3月期

   
金額 

(百万円) 
構成比 
（％） 

金額 
(百万円)

構成比 
（％） 

金額 
(百万円)

構成比 
（％） 

金額  
(百万円)  

構成比  
（％）  

  短期借入金 4,090 21.2 3,876 20.3 6,936 32.3 8,180 33.8 

  1年以内償還予定社債 170 0.9 460 2.4 160 0.7 60 0.2 

  割賦未払金 85 0.4 170 0.9 185 0.9 179 0.7 

  流動有利子負債合計 4,346 22.5 4,507 23.6 7,282 33.9 8,419 34.7 

  社債 1,230 6.4 220 1.2 60 0.3 ― ― 

  長期借入金 2,450 12.7 1,503 7.9 736 3.4 376 1.6 

  割賦未払金 273 1.4 492 2.5 356 1.7 389 1.6 

  固定有利子負債合計 3,953 20.5 2,216 11.6 1,153 5.4 765 3.2 

  有利子負債合計 8,299 43.0 6,723 35.2 8,435 39.3 9,185 37.9 

  (有利子負債依存度) (43.0) ― (35.2) ― (39.3) ― (37.9) ― 

  総資産 19,314 100.0 19,110 100.0 21,453 100.0 24,193 100.0 



５【経営上の重要な契約等】 

(1）オートバックスフランチャイズチェン契約 

 当社の連結子会社である㈱オートセブンは、株式会社オートバックスセブン（以下「ＦＣ本部」という。）とフ

ランチャイズ契約を締結し、同社が運営するオートバックスチェンのフランチャイジーとして、自動車用品等の小

売業を行っております。 

 オートバックスチェン・システムにおいては、オートバックスチェン店舗の出店の都度、ＦＣ本部とフランチャ

イジーとの間でフランチャイズ契約（以下「オートバックスチェン契約」という。）を締結する必要があります。

この制度の下では、新規出店の都度ＦＣ本部に出店の承認を申請し、許諾を得る必要があります。このチェン・シ

ステムにおいてはテリトリー制のような一定の商圏における出店の自由、またその独占の保証はなく、出店地域の

制限はありません。ＦＣ本部に加盟申請がなされた場合、各店舗の開設申請地について、地域特性および採算性等

を勘案し、出店の是非を決定することとされております。 

 オートバックスチェン契約の概要は、以下のとおりであります。 

(a）契約の要旨 

 オートバックスチェンの加盟店は、契約に定められた店舗所在地において、「オートバックス○○店」とい

う店名を用いて自動車部品・用品及び関連する商品の販売及びサービスの提供を行う。ＦＣ本部は安定的に商

品を供給するとともに、店舗運営に必要な事業システム及びノウハウを提供する。 

(b)契約期間 

 契約締結の日から５年間とし、双方のいずれかより期間満了の６カ月前までに文書により更新しない旨の意

思表示が無い場合は、自動的に３年間継続更新されるものとし、その後も同様の方法で自動的に３年毎に継続

更新される。また、契約の期間中でも双方のいずれかより６カ月前の予告をすることにより、契約を自由に解

除することが出来る。 

(c）対価 

 契約締結時に際して、加盟店はＦＣ本部に対して一定額を加盟金として支払うほか、一定額を加盟保証金と

して預託する。また、加盟店は売上高の一定比率をロイヤリティとして毎月ＦＣ本部に支払う。 

(2）業務スーパーフランチャイズ契約 

 当社の連結子会社である株式会社サンセブンは、平成14年４月25日に株式会社神戸物産とフランチャイズ契約を

締結し「業務スーパー」店舗を展開しております。 

 「業務スーパー」は主に一般消費者及び業者への食材の小売を行うことを営業としております。 

 当該フランチャイズ契約に従って、株式会社神戸物産が定めた店舗名称・商標・サービスマークを使用すること

ができます。消費者最優先の理念に基づき、適正な競争原理を排除しないため、契約店舗が存在する地域におい

て、排他的かつ独立的営業をなす権利（テリトリー権）を付与されるものではありません。 

(a）契約の要旨 

 株式会社サンセブンは、当該フランチャイズ契約に基づいて、業務スーパーの新規開店、店舗の建設及び改

装、販売商品及び資材の仕入、販売促進及びその他店舗運営に関する指導援助を受けます。また、業務スーパ

ーの新規オープン前には、業務スーパー・システムの知識習得のための教育・研修を行います。開店後は、株

式会社神戸物産のスーパーバイザーが指導援助を行います。 

(b）契約期間 

 契約の締結日から成立し、契約終了日は、契約店舗の開店日から５年経過した日までとし、双方のいずれか

より期間満了の３ヵ月前までに文書にて更新しない旨の通知がない限り自動的に１年間更新されるものとし、

以降の契約更新も同様であります。立地条件の変化等により契約店舗の継続が不可能となった場合等、事業を

継続することが双方にとって不利益であると判断される場合は、有効期間であっても「解約合意書」を締結の

うえ、本契約を解約することができます。 

(c）対価 

 契約締結に際して、契約店舗は株式会社神戸物産に対して一定の保証金を預託する他、同社よりの仕入高の

一定比率をロイヤリティとして支払います。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）重要な会計方針及び見積り 

  当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成に当たりまして、決算日における資産・負債の報告数値、報告期間におけ

る収入・費用の報告数値に影響を与える見積りは、主に貸倒引当金、賞与引当金及び法人税等であり、継続して

評価を行っております。 

 当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５ 経理の状況 １．（1）連結財務諸表等 連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。 

  

 （２）財政状態の分析 

（資産） 

  当連結会計年度末における資産の残高は、24,193百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,739百万円増加し

ました。 

  その主な要因は、オートバックス事業において兵庫県に「オートバックス土山店」「オートバックス姫路西

店」を移転・リニューアルオープン、平成18年11月に「㈱タカツキ」「福神産業㈱」を買収したこと及び食品・

雑貨小売事業において「業務スーパー」店舗を11店舗新規出店したことにより、たな卸資産が159百万円、有形

固定資産及び投資不動産が1,280百万円、敷金・保証金が393百万円増加し、また、現金及び預金が561百万円増

加したことによるものであります。 

（負債） 

  当連結会計年度末における負債の残高は、16,072百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,232百万円増加し

ました。 

  その主な要因は、短期借入金及び長期借入金が883百万円、未払法人税等が430百万円増加したことによるもの

であります。 

（純資産） 

  当連結会計年度末における純資産の残高は、8,120百万円となり、前連結会計年度末の資本及び少数株主持分

残高の合計に対し507百万円増加いたしました。 

 その主な要因は、当期純利益が779百万円であったことによるものであります。 

  

（３）経営成績の分析 

 当連結会計年度における売上高は、前連結会計年度に比べ5,293百万円増加の59,566百万円（前年同期比9.8％

増）となりました。 

 その主な要因は、食品・雑貨小売事業における「業務スーパー」店舗の売上高が、当連結会計年度に11店舗新

規出店したことにより、前連結会計年度に比べ3,250百万円増加したこと等によるものであります。 

 営業利益及び経常利益は、売上高が堅調に推移したことにより、前連結会計年度に比べそれぞれ0.9％増加の

1,497百万円、1.6％増加の1,564百万円となりました。 

 当期純利益につきましては、前年同期比62.5％の大幅な増加の779百万円となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の設備投資の総額は2,178百万円であり、主要な設備投資につきましては、

オートバックス事業では、兵庫県に「オートバックスNEW土山店」・「オートバックス姫路西店」をリニューアルオ

ープンし135百万円、食品・雑貨小売事業では、関西、関東、中部、九州の各地域において「業務スーパー」を11店

舗出店したこと等により398百万円、不動産賃貸事業では、兵庫県内に賃貸用不動産などの購入・新設したこと等に

より1,402百万円の設備投資となっております。 

  なお、主要な設備の売却につきましては、不動産賃貸事業において、兵庫県内の賃貸用不動産２件の売却を行った

ことにより総額515百万円の資産の減少となりました。  

２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり建設仮勘定は含んでおりません。 

２．不動産賃貸事業の「建物及び構築物」及び「土地」には貸与中の建物及び構築物468百万円、土地667百万円

(17千㎡)を含んでおります。 

     ３．土地及び建物の一部を賃借しており、賃借料は1,539百万円であります。賃借している土地の面積について

は、< >で外書しております。 

４．従業員数の［ ］は、臨時従業員を外書しております。 

        ５．不動産賃貸事業の従業員数については、専属人員不在であります。 

(2)国内子会社 

 （注）１．従業員数の［ ］は、臨時従業員を外書しております。 

２．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり建設仮勘定は含んでおりません。 

     ３．株式会社サンセブンの「建物及び構築物」及び「土地」には貸与中の建物及び構築物184百万円、土地793百

万円(5千㎡)を含んでおります。 

４．土地及び建物の一部を賃借しており、賃借料は㈱オートセブン1,709百万円、㈱サンセブン1,084百万円であ

ります。賃借している土地の面積については、< >で外書しております。 

（平成19年３月31日現在）

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメント
の名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数
（人） 建物及び構

築物 
機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計 

オートバック

ス玉津店他 

（兵庫県他） 

不動産賃貸事業 賃貸設備 3,836 0 

<284>  

2,330 

(33) 

28 6,195 
   － 

   [－]

本 社 

その他 
全社（共通）他 その他設備 146 0 

453 

(4) 
14 614 

31 

[13] 

会社名 
事業所名
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
（人） 

建物及び構
築物 

機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計 

株式会社 

サンセブン 

兵庫県他 

75店舗 

食品・雑貨小売

事業他 
販売設備 1,324 1 

<150>  

793 

(5) 

169 2,288 
141 

[972] 

 株式会社 

 オートセブン 

 兵庫県他 

 47店舗 

オートバックス

事業 
販売設備  480 129 

<262>  

－ 
96 706 

689 

[241] 



４．リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資につきましては、今後の景気動向、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定してお

ります。 

 設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが計画策定に当っては提出会社を中心に調整しており

ます。なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修は次のとおりであります。 

(1)重要な設備の新設 

(2)重要な改修 

 該当事項はありません。 

会社名 名称 数量 リース期間 
年間リース料 
（百万円） 

リース契約残高
（百万円） 

株式会社サンセブ

ン 

店舗什器設備 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 ５年 476 1,189 

株式会社オートセ

ブン  

店舗什器設備 

 （所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 

５年から７

年  
168 587 

会社名 
事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

投資予定額 

資金調達方法 着工予定年月 完成予定年月 
総額 

（百万円） 
既支払額 

（百万円） 

 株式会社サンセ

ブン 

 食品・雑貨小売

事業 

 販売設備 

愛知県他５店舗 
168 － 

 自己資金及

び借入金 

  

  

平成19年4月  

  

  

 平成20年3月 

  

 株式会社バイク

セブン 
 その他事業 

 販売設備 

 福岡県１店舗 
119 － 

 自己資金及

び借入金 

  

  

平成19年6月  

  

  

  平成19年8月 

  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

  

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 52,000,000 

計 52,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成19年3月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年6月29日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 13,336,400 13,336,400 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

－ 

計 13,336,400 13,336,400 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注)１．キノシタオート株式会社との株式交換によるものです。 

 ２．キノシタオート株式会社を吸収合併したことによるものです。 

 ３．平成18年4月1日付をもって１株を２株に株式分割したことによるものであります。 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式22,754株は、「個人その他」に227単元及び「単元未満株式の状況」に54株を含めて記載しており

ます。 

２．上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が26単元含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成16年12月30日 － 6,668 － 1,785 

 （注）1 

4 

 

2,687 

平成17年 4月 1日 － 6,668 － 1,785 

 （注）2 

35 

 

2,723 

平成18年 4月 1日 

（注）3 

6,668 

  

13,336 － 1,785 

  

－ 

 

2,723 

  平成19年3月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株) 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 35 15 176 21 － 4,788 5,035 － 

所有株式数

（単元） 
－ 11,639 667 23,535 2,784 － 94,723 133,348 1,600 

所有株式数の

割合（％） 
－ 8.7 0.5 17.7 2.1 － 71.0 100.00 

  

－ 

 



(6）【大株主の状況】 

 （注） 上記信託銀行の所有株式には、信託業務に係る株式が次のとおり含まれています。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 381千株 

野村信託銀行株式会社         151千株 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式が2,600株（議決権26個）含まれてお

ります。 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

木下 守 神戸市西区 2,350 17.62 

木下 智雄 神戸市西区 1,829 13.72 

有限会社キノシタファミリーサービス 兵庫県加古川市平荘町神木374 1,694 12.70 

関 稚奈巳 神戸市西区 1,129 8.46 

木下 陽子 神戸市西区 826 6.19 

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社 
東京都港区浜松町2丁目11-3 381 2.85 

株式会社オートバックスセブン  東京都江東区豊洲5丁目6－52 337 2.52 

エイチエスビーシーバンクピーエルシ

ーアカウントアトランティスジャパン

グロースファンド 

 （常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

東京都中央区日本橋3丁目11－1 221 1.66 

茂理 佳弘  兵庫県姫路市 176 1.32 

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町2丁目2-2 151 1.13 

計 － 9,098 68.22 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     22,700 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,312,100 133,121 － 

単元未満株式  普通株式      1,600 － － 

発行済株式総数 13,336,400 － － 

総株主の議決権 － 133,121 － 



②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は旧商法第210条ノ２の規定に基づき、当社が

自己株式を買付ける方法により、平成13年６月28日開催第26回定時株主総会終結のときにおいて１年間以上在任

する取締役５名および同総会終結のときにおいて１年間以上在籍する当社職能資格等級規程第４条役職等級基準

５級以上の課長職・次長職・部長職の使用人15名に対して付与することを平成13年６月28日の定時株主総会にお

いて決議されたものであります。 

 当該制度の内容は次のとおりであります。 

 （注） 株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行（ただし、転換社債の転換、新株引受権の権利行使及び公募増

資を除く。）するときは、次の計算式により譲渡価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ

るものとする。 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

 ㈱Ｇ－７ホールディング

ス 

神戸市須磨区弥栄台 

３－１－６ 
22,700 － 22,700 0.17 

計 － 22,700 － 22,700 0.17 

決議年月日 平成13年６月28日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
取締役  5 

使用人  15 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 
取締役に対し42,000、使用人に対し49,000、 

合計91,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 535（注） 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年７月１日 

至 平成20年６月30日 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時においても当社及び子会社の取締役又は使

用人であると共に、権利を付与された時の役職相当ま

たはそれ以上の役職にあることを要する。 

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡、質入その他の処分及び相続は認めない。 

代用払込みに関する事項  －  

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  

       
既発行株式数＋

新規発行株式数 ×１株当り払込金額 

調整後譲渡価額 ＝ 調整前譲渡価額 ×
分割・新規発行前の１株当りの時価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



２【自己株式の取得等の状況】 

  

 

 (1)【株主総会決議による取得の状況】 

      該当事項はありません。 

  

 (2)【取締役会決議による取得の状況】 

      該当事項はありません。 

  

 (3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 (4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 【株式の種類等】 

  

 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び 

 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 
   

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 50 41,700 

当期間における取得自己株式  － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額

（円） 

引き受ける者の募集を行つた取得自己株

式 
－ － － － 

消却の処分を行つた取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行つた取得自己株式 
－ － － － 

そ の 他 

 (ストックオプションの権利行使) 
4,000 1,243,640 － － 

保有自己株式数 22,754 － 22,754 － 



３【配当政策】 

 当社は、中長期にわたる安定成長と財務基盤の確立を経営の基本方針としております。株主の皆様への利益配分に

つきましては、安定配当の継続を前提に、業績に応じた利益還元を実施することを基本方針としており、将来の事業

展開の為の再投資、財務基盤の強化に努める中で総合的に勘案して決定してまいります。 

    当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

    これらの剰余金の配当の決定機関は取締役会であります。 

 このような方針のもと、当期の配当につきましては、中間配当金を１株当たり５円、期末配当金は、普通配当とし

て１株につき５円と当期の業績に基づく特別配当として１株当たり７円の合計１株当たり12円(年間17円)といたしま

す。この結果、当期の配当性向は66.5％となりました。 

 また、次期の配当につきましては、１株当たり中間期５円、期末５円(年間10円)を予定しております。 

    当社は、取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、会社法第454条第５項に定める中間配当をするこ

とができる旨を定款に定めております。 

  なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  当社は、「会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決

議によって定め、株主総会の決議によらないものとする。」旨定款に定めております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）1.最高、最低株価は、平成16年３月までは、大阪証券取引所（市場第二部）におけるものであり、平成16年４月

以降は、東京証券取引所（市場第二部）におけるものであり、平成17年9月以降は東京証券取引所（市場第一

部）におけるものを記載しております。 

       2.□印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高、最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成18年11月14日 

取締役会 
66 5.0 

平成19年５月15日 

取締役会 
159 12.0 

回次 第28期 第29期 第30期 第31期 第32期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 600 899 1,580 
        2,405 

     □ 1,094 
1,125 

最低（円） 322 351 730 
      1,240  

     □ 1,010 
671 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 793 762 730 773 840       814 

最低（円） 701 671 692 718 730          738 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

取締役会長 

(代表取締役) 
  木下 守 昭和17年４月17日生

昭和40年４月 株式会社山陽百貨店 

  入社 

昭和42年４月 本條商事株式会社 

  入社 

昭和50年６月 ㈱エムケー商会設立 

  代表取締役社長就任 

昭和51年６月 キノシタ商事㈱（現㈱Ｇ－７ホー

ルディングス）設立 

  代表取締役社長就任 

平成14年１月 ㈱セブンプランニング 

  代表取締役会長兼社長 

平成14年４月 ㈱サンセブン代表取締役会長 

平成17年６月 当社代表取締役会長就任（現任） 

平成19年３月 ㈱サンオートインターナショナル 

代表取締役社長就任（現任）  

(注)３ 2,350 

取締役社長 

(代表取締役) 
  金田 達三 昭和25年11月14日生

平成５年４月 当社入社 

平成12年４月 当社オートバックス事業本部兵庫

西運営部長 

平成12年６月 当社取締役 

平成12年９月 キノシタオート株式会社代表取締

役 

平成13年６月 当社取締役退任 

平成17年４月 当社執行役員関東カンパニー社長 

平成17年６月 当社代表取締役社長就任（現任） 

平成18年1月 株式会社オートセブン代表取締役

社長(現任) 

(注)３ 6 

取締役 監査室長 竹元 弘一 昭和30年７月27日生

昭和53年４月 当社入社 

平成５年４月 総務部長 

平成５年６月 取締役就任（現任） 

平成７年３月 営業本部店舗運営部長 

平成８年３月 営業本部店舗管理部長 

平成９年４月 営業本部商品部長 

平成10年４月 営業本部副本部長 

平成11年４月 オートバックス事業本部兵庫東運

営部長 

平成13年４月 監査室長（現任） 

(注)３ 20 

取締役 管理部長 松田 幸俊 昭和26年１月30日生

昭和51年３月 高杉開発株式会社入社 

  秘書室長 

平成10年10月 当社入社 

平成16年４月 経営統括本部総務部長 

平成16年７月 管理本部長兼総務部長 

平成17年６月 当社取締役就任（現任） 

平成19年６月 管理部長（現任) 

(注)３ 2 

取締役 財務部長  岸本 安正  昭和35年９月８日生

昭和58年４月 当社入社 

平成17年６月 経理部長 

平成19年６月 当社取締役就任（現任） 

  財務部長（現任） 

(注)３ 0 

取締役   菱川 文博 大正14年２月１日生

昭和59年１月 コナミ株式会社 

  代表取締役会長就任 

昭和61年６月 同社代表取締役社長就任 

平成13年６月 当社取締役就任（現任） 

(注)３ 0 

 



 （注） １．監査役 池谷秀人、上甲悌二、西井博生は会社法第２条第１６号に定める「社外監査役」であります。 

 ２．取締役 菱川文博は、会社法第２条第１５号に定める「社外取締役」であります。 

３．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

４．平成16年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

５．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株） 

常勤監査役   池谷 秀人 昭和19年２月12日生

平成10年９月 サン・グリーン・リバー株式会社

入社 

  管理部長 

平成11年４月 同社取締役就任管理本部長 

平成13年６月 当社監査役就任（現任） 

平成15年６月 キノシタオート株式会社監査役就

任 

(注)４ 2 

監査役   上甲 悌二 昭和40年８月19日生
平成５年４月 弁護士登録 

平成13年６月 当社監査役就任（現任） 
(注)４ － 

監査役    西井 博生 昭和39年５月19日生

 平成16年９月  なぎさ監査法人代表社員（現任） 

 平成16年12月 税理士法人なぎさ総合会計事務所

代表社員（現任） 

 平成18年６月  当社監査役就任（現任） 

(注)５ － 

        計   2,382 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

当社は、企業の株主価値を最大化するように経営することを基本にしております。同時に企業倫理の重要性を認

識し、経営の健全性向上を目指してコーポレート・ガバナンスの構築に取り組んでおります。 

（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 ①経営上の意思決定、執行、監督に係る経営管理組織の整備状況 

当社は、経営上の意思決定、執行、監督に係る経営管理組織の整備にあたっては、「意思決定」「執行」「監

督」の機能が独立性を保ちつつ、組織が有効に効率的に機能するよう配慮しております。 

監査役及び監査役会による監査は、社外監査役３名で構成され、各監査役がそれぞれ経営、法律、税務会計の

専門的経験を生かしながら監査役会において相互に情報を共有すると共に補完し専門性・独立性の高い監査を実

施しております。取締役会には常時出席して必要な意見具申をしております。監査役３名のうち１名は常勤監査

役として取締役会のほか各種会議体に出席し経営の執行状況を把握しております。 

取締役会は、取締役５名で構成され、うち１名が非常勤ながら社外取締役として取締役会の意志決定の方向性

に適切な意見を表明して組織の有効性を保持しております。平成１５年６月から意思決定と業務執行の分離を明

確にするため執行役員制度を導入し、業務執行の迅速化に努めております。遵法精神と法令、企業倫理を遵守す

る行動基準については、企業運営の基本として、組織内に醸成すべく体制づくりを推進してまいります。 

      ②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

    １．取締役の職務執行にかかわる情報の保存および管理体制 

 情報の保存および管理に関しては文書管理・情報管理等の規程再整備を行いその規定により適切に保存管理

を行っております。                    

        ２．損失の危機の管理に関する規程その他の体制 

  リスク管理に係る規程の制定を行いリスク内容等の検討審議と予防対策事項等の立案指導を行う機関の設置

を行い、リスク軽減と発生防止に努めております。 

        ３．取締役の職務執行の効率的な実施を確保する体制 

  組織関係規程等の現状に則した改定再整備による職務権限と責任明確化体制への移行を行うとともに、グル

ープ各社予算統制確実実施することができる機関設置と内部監査部門業務監査によるグループ各社効率化適切

経営への業務改善指導等を実施しております。 

        ４．使用人の職務執行が法令および定款適合を確保するための体制 

  グループ企業倫理綱領制定・グループ企業倫理委員会への委員会活動拡大を図り、グループ各社の法令遵守

自己監査報告制度の導入・内部監査部門による法令遵守事項等確認監査の実施・改善指導の定期実施・グルー

プ各社従業員コンプライアンス行動規範等の設定を行い、健全経営を促進しております。 

        ５．企業集団における業務の適正化を確保するための体制 

  企業グループ管理規程等の再整備を行い、グループ各社の適切経営促進を図るための予算統制・コンプライ

アンス・経営戦略等検討審議機関の設置を行い、内部監査部門による関係会社監査の実施と業務改善指導によ

り、健全適切な各関係会社経営の指導を行っております。 

        ６．取締役および使用人が監査役に報告を行うための体制および監査役への報告に関する体制 

  各種会議開催ルール等の再整備を行い、監査役が重要会議等必要とされる会議出席が容易に行うことができ

る制度と各会議議事録他報告事項の監査役回付・閲覧・報告が行うことができる報告制度の再整備を行い、情

報が円滑に監査役に伝わる体制の再構築を行うとともに、内部監査部門実施の各関係会社各社監査資料等監査

役への報告の制度化を行い、グループ各社の情報が適切に監査役に伝わる体制作りを行っております。 

        ７．監査役監査の実効的な実施の体制確保 

  監査役監査が実効的に行える体制の整備としては内部監査規程および関係会社管理規程等の再整備を行い、

内部監査部門からの社内監査情報・関係会社監査情報等の的確迅速な報告実施を行う制度化と監査役監査がス

ムーズで適切に行うことができる業務支援を行う協力体制の整備を行っております。 

さらに、会計監査人への内部監査部門からの内部監査情報の提供および相互監査協力体制の確立等により監査

役監査も含めた的確な監査の実施が行われる業務支援等を行っております。 

 ③内部監査及び監査役監査の状況 

内部監査につきましては、監査室（２名）が監査役及び会計監査人と連携して、営業店舗及び子会社の往査を

行い各監査対象部門責任者等に監査改善指導を書面通達し、改善状況の報告を対象部門責任者及び子会社代表者

より報告書として提出され、監査改善指導の状況及び改善状況を会長及び社長報告することにより適切な業務処

理等の改善を実施しております。 

 ④会計監査の状況 

会計監査人（あずさ監査法人）とは監査契約に基づき、年度決算、中間決算につき公認会計士の監査を受けて

いるほか、監査の実施にあたり業務上の問題点に関しても必要な助言を受け経営組織の改善改革に資するよう心



がけております。 

業務を執行した公認会計士は以下のとおりであります。 

橘  和良  あずさ監査法人   

神田 正史  あずさ監査法人     

監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士  ２名 

その他    ６名 

⑤ 会社と社外取締役及び社外監査役の人的関係・資本的関係・取引関係及び利害関係の状況 

   社外取締役及び社外監査役３名のうち１名は、当社株式を保有しております。これ以外の人的関係・資本的

関係・取引関係及び利害関係はありません。 

  ⑥責任限定契約の内容の概要 

           当社と社外取締役、社外監査役の全員及び会計監査人とは、会社法第427条1項の規定に基づき、同法第423条

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取

締役、社外監査役及び会計監査人について、それぞれ、法令が定める最低責任限度額としております。 

    ⑦取締役の定数 

           当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。 

    ⑧取締役の選任の決議要件 

       当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席した株主総会において、その議決権の過半数の決議によって選任する旨を定款に定めております。

  ⑨剰余金の配当等の決定機関 

        当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、取締役会の決議によって定め、株主総会の決議によらないものとする旨を定款に定めております。これ

は、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とする

ものであります。 

［コーポレートガバナンスの体制］ 

 （２）リスク管理体制の整備の状況 

  毎月リスク対策委員会にて当社を取り巻く様々なリスクを議論し、企業倫理委員会（コンプライアンス委員

会）に、リスクマネジメントについての状況報告、確認等を適宜行っております。今後ともリスク情報の一元的

な収集を行い、リスクマネジメントを強化し、適切かつ迅速にリスクへの対応を図ってまいります。 

  

（３）役員報酬及び監査報酬 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、ならびに監査法人に対する監査報酬は以下の

とおりであります。 

・役員報酬 

 取締役の年間報酬総額                 73百万円 

 監査役の年間報酬総額                 ９百万円 

 （注）役員報酬には、社外取締役に対する報酬1百万円が含まれております。 

        

・監査報酬の内容 

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  16百万円 



第５【経理の状況】 

連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）」

（以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」（以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）

及び前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19

年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表につい

て、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     2,174     2,736  

２．受取手形及び売掛金     872     1,099  

３．たな卸資産     4,121     4,280  

４．繰延税金資産     176     175  

５．その他     752     792  

流動資産合計     8,097 37.7   9,084 37.6 

Ⅱ 固定資産              

(1）有形固定資産              

１．建物及び構築物 ＊１ 8,305     11,275    

減価償却累計額   3,375 4,930   4,693 6,582  

２．機械装置及び運搬具   265     408    

減価償却累計額   158 106   252 156  

３．土地 ＊1,2   1,685     3,973  

４．建設仮勘定     3     1  

５．その他   632     832    

減価償却累計額   402 230   497 334  

有形固定資産合計     6,956 32.5   11,049 45.6 

(2）無形固定資産              

１．連結調整勘定     65     －  

２．のれん     －     174  

３．その他     279     282  

無形固定資産合計     345 1.6   456 1.9 

(3）投資その他の資産              

１．投資有価証券     18     12  

２．投資不動産 ＊1,2 3,621     －    

減価償却累計額   809 2,812   － －  

３．敷金保証金     2,285     2,679  

４．繰延税金資産     696     772  

 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

５．その他  ＊６   285     161  

６．貸倒引当金     -44     -22  

投資その他の資産合計     6,054 28.2   3,602 14.9 

固定資産合計     13,356 62.3   15,108 62.4 

資産合計     21,453 100.0   24,193 100.0 

               

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形及び買掛金     2,477     2,689  

２．短期借入金 ＊1,5   6,936     8,180  

３．１年以内償還予定の社
債 

＊１   160     60  

４．未払法人税等     456     887  

５．賞与引当金     243     182  

６．役員賞与引当金     －     1  

７．その他     1,513     2,070  

流動負債合計     11,787 54.9   14,070 58.1 

Ⅱ 固定負債              

１．社債 ＊１   60     －  

２．長期借入金 ＊１   736     376  

３．退職給付引当金     192     226  

４．役員退職給与引当金     144     144  

５．再評価に係る繰延税金
負債 

 ＊２   －     64  

６．その他     919     1,191  

固定負債合計     2,052 9.6   2,002 8.3 

負債合計     13,840 64.5   16,072 66.4 

（少数株主持分）              

少数株主持分     62 0.3   － － 

 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ＊３   1,785 8.3   － － 

Ⅱ 資本剰余金     2,717 12.7   － － 

Ⅲ 利益剰余金     3,514 16.4   － － 

Ⅳ 土地再評価差額金 ＊２   -466 -2.2   － － 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

    5 0.0   － － 

Ⅵ 為替換算調整勘定     1 0.0   － － 

Ⅶ 自己株式 ＊４   -8 -0.0   － － 

資本合計     7,551 35.2   － － 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    21,453 100.0   － － 

               

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   1,785   

２．資本剰余金     － －   2,717   

３．利益剰余金     － －   4,109   

４．自己株式     － －   -7   

株主資本合計     － －   8,605 35.6 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   2   

２．土地再評価差額金 ＊２    － －   -524   

３．為替換算調整勘定     － －   1   

評価・換算差額等合計     － －   -521 -2.2 

Ⅲ 少数株主持分     － －   36 0.2 

純資産合計     － －   8,120 33.6 

負債純資産合計     － －   24,193 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     54,273 100.0   59,566 100.0 

Ⅱ 売上原価     39,269 72.4   43,660 73.3 

売上総利益     15,004 27.6   15,906 26.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ＊１   13,520 24.9   14,408 24.2 

営業利益     1,483 2.7   1,497 2.5 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   2     3    

２．受取配当金   0     0    

３．不動産賃貸収入   538     －    

４．投資有価証券売却益   13     －    

５．受取手数料   80     98    

６．仕入先協賛金   －     55    

７．その他   140 776 1.4 106 264 0.4 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   85     84    

２．不動産賃貸原価   444     －    

３．営業権償却   35     －    

４．貸倒引当金繰入額   10     －    

５．固定資産処分損   －     55    

６．その他   144 720 1.3 57 197 0.3 

経常利益     1,540 2.8   1,564 2.6 

Ⅵ 特別利益              

１．持分変動利益   7     －     

 ２．固定資産売却益  ＊４ － 7 0.0 69 69 0.1 

Ⅶ 特別損失              

１．固定資産売却損 ＊５ －     47    

２．店舗閉鎖損   54     58    

３．減損損失  ＊２ 495     23    

４．貸倒引当金繰入額  ＊３ 10 560 1.0 － 129 0.2 

税金等調整前当期純利
益 

    986 1.8   1,505 2.5 

法人税、住民税及び事
業税 

  723     806    

法人税等還付税額等    －     -21    

法人税等調整額   -209 514 0.9 -73 711 1.2 

少数株主利益(控除)     -7 -0.0   15 0.0 

当期純利益     479 0.9   779 1.3 

               



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     2,718 

Ⅱ 資本剰余金減少高       

 1. 自己株式処分差損   1 1 

Ⅲ 資本剰余金期末残高     2,717 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     3,465 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益   479 479 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金   149  

２．土地再評価差額金取崩
額 

  281 430 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     3,514 

       



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  (注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,785 2,717 3,514 -8 8,010 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当(注)     -83   -83 

剰余金の配当     -66   -66 

利益処分による役員賞与
(注) 

    -30   -30 

当期純利益     779   779 

売却に伴う土地再評価差額
金取崩額 

    -5   -5 

自己株式の取得       -0 -0 

自己株式の処分   -0   1 1 

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純
額） 

        － 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ -0 594 1 595 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1,785 2,717 4,109 -7 8,605 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

 為替換算調整勘
定 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

5 -466 1 -458 62 7,613 

連結会計年度中の変動額            

剰余金の配当(注)       －   -83 

剰余金の配当       －   -66 

利益処分による役員賞与
(注) 

      －   -30 

当期純利益       －   779 

売却に伴う土地再評価差額
金取崩額 

  5   5   － 

自己株式の取得       －   -0 

自己株式の処分       －   1 

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純
額） 

-2 -64 -0 -67 -26 -93 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

-2 -58 -0 -62 -26 507 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

2 -524 1 -521 36 8,120 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

税金等調整前当期純利益   986 1,505 

減価償却費   823 901 

連結調整勘定償却額   31 － 

のれん償却額   － 42 

減損損失    495 23 

貸倒引当金の増減額   19 -21 

退職給付引当金の増減額   -22 23 

賞与引当金の増減額   18 -65 

受取利息及び受取配当金   -3 -3 

支払利息   85 84 

有形固定資産除却損   26 40 

持分変動利益    -7 － 

投資有価証券売却益   -13 － 

固定資産売却損   － 47 

固定資産売却益   － -69 

役員賞与の支払額   － -30 

営業保証金の支払額   -96 -62 

売上債権の増減額   59 -134 

たな卸資産の増減額   -370 -71 

その他の資産の増減額   -124 88 

仕入債務の増減額   210 140 

未払消費税等の増減額   -7 230 

その他の負債の増減額   138 226 

その他   83 76 

小計   2,336 2,972 

利息及び配当金の受取額   3 3 

利息の支払額   -87 -87 

法人税等の支払額   -810 -476 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,442 2,411 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

有形固定資産の取得による支出   -1,816 -2,101 

有形固定資産の売却による収入   13 539 

投資不動産の取得による支出    -367 － 

投資有価証券の取得による支出   -0 -0 

子会社株式の取得による支出   － -80 

連結範囲の変更を伴う子会社株式
の取得による支出 

  － -86 

連結範囲の変更を伴う子会社株式
の売却による収入 

  － 26 

貸付による支出   -70 － 

貸付金の回収による収入   13 60 

敷金保証金の預入による支出   -209 -305 

敷金保証金の返還による収入   27 31 

預り敷金保証金の受入による収
入  

  － 456 

その他の支出   -56 -95 

その他の収入   105 0 

投資活動によるキャッシュ・フロー   -2,361 -1,552 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入金の純増減額    3,240 1,125 

長期借入金の返済による支出   -946 -924 

社債の償還による支出   -460 -160 

少数株主からの払込による収入   76 － 

自己株式の売却による収入   9 1 

自己株式の取得による支出   -1 -0 

配当金の支払額   -148 -148 

その他の支出   -176 -190 

財務活動によるキャッシュ・フロー   1,593 -297 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   1 -0 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   676 561 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,498 2,174 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   2,174 2,736 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 （イ）連結子会社の数 9社 （イ）連結子会社の数 10社 

  連結子会社名 

オートセブン分割準備㈱、㈱セブンプ

ランニング、㈱サンセブン、㈱バイク

セブン、㈱サンオートインタ－ナショ

ナル（神戸市中央区）、㈱人財ソリュ

ーション、㈱サンオートインターナシ

ョナル（神戸市須磨区）、七福集団有

限公司、七福（成都）汽車用品有限公

司 

連結子会社名 

㈱オートセブン（旧オートセブン分割

準備㈱）、㈱セブンプランニング、㈱

サンセブン、㈱バイクセブン、㈱人財

アドバンス（旧㈱人財ソリューショ

ン）、㈱サンオートインターナショナ

ル（神戸市須磨区）、七福集団有限公

司、㈱タカツキ、㈱ジョイセブンコー

ポレーション、福神産業㈱ 

  上記のうち、オートセブン分割準備㈱、

㈱サンオートインタ－ナショナル（神戸

市須磨区）、㈱人財ソリューション、七

福（成都）汽車用品有限公司について

は、当連結会計年度において、新たに設

立したため連結の範囲に含めておりま

す。なお、キノシタオート㈱について

は、平成１７年４月１日付で当社と合併

したため、連結の範囲から除いておりま

す。 

（ロ）非連結子会社の名称等 

  七福携帯（北京）信息技術有限公司 

（連結の範囲から除いた理由） 

  非連結子会社は、小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益及び利益剰余金

等は、いずれも連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためであります。 

上記のうち、㈱ジョイセブンコーポレー

ションについては、新たに設立したた

め、また、福神産業㈱及び㈱タカツキ

は、株式を取得したため、連結の範囲に

含めております。なお、七福（成都）汽

車用品有限公司については、株式を譲渡

したため、㈱サンオートインターナショ

ナル（神戸市中央区）は、清算したため

連結の範囲から除いております。 

  

 ────── 

２．持分法の適用に関する事

項 

（イ）持分法を適用した非連結子会社の

状況 

該当事項はありません。 

（ロ）持分法を適用していない非連結子

会社の名称等 

七福携帯（北京）信息技術有限公司 

（持分法を適用しない理由） 

当期純損益及び利益剰余金等からみて、

持分法の対象から除いても連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため持分法の適用

範囲から除外しております。 

 ────── 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち七福集団有限公司及び

七福（成都）汽車用品有限公司の決算日

は、１２月３１日であります。連結財務

諸表の作成に当たっては、決算日現在の

財務諸表を使用しております。ただし、

連結決算日までの期間に発生した重要な

取引については、連結上必要な調整を行

っております。 

連結子会社のうち七福集団有限公司の決

算日は、１２月３１日であります。連結

財務諸表の作成に当たっては、決算日現

在の財務諸表を使用しております。ただ

し、連結決算日までの期間に発生した重

要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ②たな卸資産 

商品 

売価還元法による原価法によってお

ります。ただし、食料品・雑貨は最

終仕入原価法、また、販売用自動車

は個別法による原価法によっており

ます。 

②たな卸資産 

商品 

売価還元法による原価法によってお

ります。ただし、食料品・雑貨は先

入先出法による原価法、また、販売

用自動車は個別法による原価法によ

っております。 

 （会計方針の変更）  

当連結会計年度から食料品・雑貨の評

価基準及び評価方法を最終仕入原価法

から先入先出法による原価法に変更し

ております。 

この変更は、在庫管理システムの見直

しにより、より合理的なたな卸資産の

評価及び適正な期間損益計算が可能と

なったためであります。なお、この変

更による影響額は軽微であります。 

  貯蔵品 

最終仕入原価法によっております。 

貯蔵品 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ③デリバティブ 

時価法 

③デリバティブ 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

①有形固定資産及び投資不動産 

定率法によっております。ただし、平

成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備及び事業用定期借地契

約による借地上の建物を除く）につい

ては、定額法を採用しております。な

お、事業用定期借地契約による借地上

の建物については、残存価額を零と

し、契約残年数を基準とした定額法に

よっております。 

主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 ３年～34年 

投資不動産   ３年～50年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

①有形固定資産 

定率法によっております。ただし、平

成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備及び事業用定期借地契

約による借地上の建物を除く）につい

ては、定額法を採用しております。な

お、事業用定期借地契約による借地上

の建物については、残存価額を零と

し、契約残年数を基準とした定額法に

よっております。 

  主な耐用年数は次のとおりであります。

 建物及び構築物 ３年～41年 

  ②無形固定資産 

・ソフトウェア（自社利用） 

社内における利用可能期間（５年）に

よる定額法 

②無形固定資産 

・ソフトウェア（自社利用） 

同左 

  ・事業用借地権（当該借地権を設定して

いる土地の改良費等を含む） 

契約残年数を基準とした定額法 

・事業用借地権（当該借地権を設定して

いる土地の改良費等を含む） 

同左 

  ・営業権 

５年均等償却 

 ・            ────── 

  ・その他無形固定資産 

定額法 

・その他無形固定資産 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

従業員に支給する賞与の支出に充てる

ため支給見込額に基づき計上しており

ます。 

②賞与引当金 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務の

見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は翌連結会計年度に

費用（１年）処理することとしており

ます。過去勤務債務については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による按分額

を費用処理しております。 

③退職給付引当金 

同左 

  

  ④役員退職給与引当金 

当社は、平成16年６月に役員退職慰労

金制度を廃止し、内規に基づく制度廃

止時の要支給額を役員の退任時に支払

うこととなったため当該支給予定額を

計上しております。 

④役員退職給与引当金 

同左 

  ⑤      ────── 

  

 ⑤役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備え、当連結会計年

度における支給見込額に基づき計上す

ることとしております。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度より「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 

平成17年11月29日 企業会計基準第４

号）を適用しております。なお、これ

により営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益は、それぞれ１百万

円減少しております。 

  

  (4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (5）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしている場合は特例

処理を採用しております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

変動金利の借入金に対して、金利スワ

ップをヘッジ手段として用いておりま

す。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ③ヘッジ方針 

当社の社内ルールに基づき、金利変動

リスクをヘッジしており、投機的な取

引及び短期的な売買損益を得る目的で

デリバティブ取引は行わない方針であ

ります。 

③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性の判定時点ま

での期間における借入金の支払利息に

かかわる金利変動額と金利スワップ取

引の金利変動額との累計を比較分析に

より測定し、有効性の評価を行ってお

ります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (6）その他連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

(6）その他連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却は、５年間の均等償

却を行っております。 

ただし、連結調整勘定の金額に重要性が

乏しい場合には、発生連結会計年度に一

時償却しております。 

  ────── 

  

 ７．のれんの償却に関する

事項 

     

  ────── 

  

のれんの償却は、５年間の定額法により

償却を行っております。ただし、のれん

の金額に重要性が乏しい場合には、発生

連結会計年度に一時償却しております。 

  

８．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について、連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。 

  ────── 

９．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

  当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより営業利益が72百万円、経常利益が80百万円

それぞれ増加し、税金等調整前当期純利益が415百万円減

少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸

表規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

 また、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。 

────── 

──────  (不動産賃貸収入及び不動産賃貸原価の計上区分の変更) 

従来、不動産賃貸収入及び不動産賃貸原価については、営

業外収益及び営業外費用に計上しておりましたが、不動産

賃貸物件の増加により、当社グループとして不動産賃貸事

業を主たる事業として位置付けることとしたため、当連結

会計年度より、当該収入及び原価を売上高及び売上原価に

計上する方法に変更いたしました。 

 この変更により、従来の方法と比較して、売上高が783

百万円、売上原価が657百万円増加し、売上総利益及び営

業利益が126百万円増加しましたが、経常利益及び税金等

調整前当期純利益に対する影響はありません。 

 また、この変更に伴い従来、「投資その他の資産」の

「投資不動産」として表示しておりました賃貸用物件に係

る固定資産は、当連結会計年度より、「有形固定資産」に

含めて表示しております。なお、有形固定資産に含まれる

投資不動産の額は、建物及び構築物1,159百万円、土地

1,460百万円、その他３百万円であります。 

──────  (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は8,084百万円であ

ります。  

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。  



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年 4月 1日 
至 平成18年 3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年 4月 1日 
至 平成19年 3月31日） 

  ────── 

  

  ────── 

  

  

 （連結キャッシュ・フロー計算書） 

 １．投資活動によるキャッシュ・フローの「投資不動産の

取得による支出」は、前連結会計年度は「有形固定資産

の取得による支出」に含めて表示しておりましたが、金

額的重要性が増したため区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「有形固定資産の取得による

支出」に含まれている「投資不動産の取得による支

出」は－3百万円であります。 

 ２．前連結会計年度まで「短期借入れによる収入」及び

「短期借入金の返済による支出」について区分掲記して

おりましたが、短期借入金については、期間が短く、か

つ、回転が速い項目であるため、当連結会計年度より

「短期借入金の純増減額」として純額表示しておりま

す。 

 なお、当連結会計年度の「短期借入れによる収入」は

9,780百万円、「短期借入金の返済による支出」は－

6,540百万円であります。 

 （連結貸借対照表） 

 １.前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲

記されていたものは、当連結会計年度から「のれん」と

表示しております。 

  （連結損益計算書） 

 １.「仕入先協賛金」は、前連結会計年度は、営業外収益

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会

計年度において営業外収益の総額の100分の10を超えたた

め区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「仕入先協賛金」の金額は25

百万円であります。 

 ２.「固定資産処分損」は、前連結会計年度は、営業外費

用の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結

会計年度において営業外費用の総額の100分の10を超えた

ため区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「固定資産処分損」の金額は

12百万円であります。 

  （連結キャッシュ・フロー計算書） 

 １．前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」と

掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれん償

却額」として表示しております。 

 ２．投資活動によるキャッシュ・フローの「預り敷金保証

金の受入による収入」は、前連結会計年度は「その他の

収入」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が

増したため区分掲記しております。 

  なお、前連結会計年度の「その他の収入」に含まれて

いる「預り敷金保証金の受入による収入」は105百万円

であります。  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

＊１ 担保資産 

(1）担保に供している資産 

＊１ 担保資産 

(1）担保に供している資産 

建物及び構築物      195百万円 

土地       1,685百万円 

投資不動産      1,077百万円 

計       2,958百万円 

建物及び構築物         494百万円 

土地    2,743百万円 

計   3,237百万円 

(2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務 

短期借入金      2,400百万円 

社債      100百万円 

（１年以内償還予定額を含む） 

長期借入金       1,385百万円 

（１年以内返済予定の長期借入金を含む） 

計       3,885百万円 

短期借入金   1,800百万円 

長期借入金   1,049百万円 

（１年以内返済予定の長期借入金を含む） 

計   2,849百万円 

＊２ 事業用土地の再評価 

 当社は「土地の再評価に関する法律」（平成10年

３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31

日公布法律第19号）に基づき事業用の土地の再評価 

行い再評価差額については土地再評価差額金として

資本の部（マイナス表示）に計上しております。 

＊２ 事業用土地の再評価 

 当社は「土地の再評価に関する法律」（平成10年

３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31

日公布法律第19号）に基づき事業用の土地の再評価 

行い再評価差額については、64百万円を「再評価に

係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、524百

万円を「土地再評価差額金」として純資産の部（マ

イナス表示）に計上しております。 

(1）再評価の実施日 

平成14年３月31日 

(1）再評価の実施日 

平成14年３月31日 

(2）再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地

価税の計算の為に公表された方法により算定した

価額に合理的な調整を行って算出する方法、第２

条第３号に定める固定資産税評価額及び第２条第

５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価により

算出する方法によっております。 

(2）再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地

価税の計算の為に公表された方法により算定した

価額に合理的な調整を行って算出する方法、第２

条第３号に定める固定資産税評価額及び第２条第

５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価により

算出する方法によっております。 

(3）再評価を行った土地の期末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額 

     －865百万円 

(3）再評価を行った土地の期末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額 

     -901百万円 

 



前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

＊３ 発行済株式総数 ＊３   ──────  

普通株式    6,668,200株             

＊４ 自己株式 ＊４   ────── 

普通株式       13,352株            

＊５ 貸出コミットメント・ライン契約 

 当社においては、長期にわたる機動的、安定的な

資金の調達を行うため取引銀行７行とシンジケー

ト・ローンにおける貸出コミットメント・ライン契

約を締結しております。当該契約に基づく当連結会

計年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

＊５ 貸出コミットメント・ライン契約 

 当社においては、長期にわたる機動的、安定的な

資金の調達を行うため取引銀行７行とシンジケー

ト・ローンにおける貸出コミットメント・ライン契

約を締結しております。当該契約に基づく当連結会

計年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

貸出コミットメントの総額   3,000百万円

借入実行残高    1,000百万円

差引額    2,000百万円

貸出コミットメントの総額  3,000百万円

借入実行残高     －

差引額  3,000百万円

 ＊６ 

非連結子会社七福携帯（北京）信息技術有限公司

設立の為の貸付金11百万円が含まれております。 

 ＊６   ──────   

  



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

＊１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

広告宣伝費   1,020百万円 

給与手当 3,193百万円 

賞与引当金繰入額  243百万円 

退職給付費用   41百万円 

賃借料   2,800百万円 

減価償却費 729百万円 

広告宣伝費 1,164百万円 

給与手当 3,265百万円 

賞与引当金繰入額 182百万円 

退職給付費用 38百万円 

賃借料 3,123百万円 

減価償却費 831百万円 

 ＊２ 減損損失 

当社グループは以下の資産グループについて減損損失

を計上しております。 

   当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最

小単位として、主として店舗を基本単位とし、賃貸

用資産については物件毎にグルーピングしておりま

す。営業活動から生ずる損益が継続してマイナスと

なっている資産グループや地価の下落の著しい資産

グループについて帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として495百万円特別損失

に計上しております。その主な内訳は、建物及び構

築物181百万円、投資不動産209百万円、リース資産

86百万円、その他17百万円であります。資産グルー

プの回収可能価額を正味売却価額により測定してい

る場合には、不動産鑑定評価額等に基づき評価して

おります。また、資産グループの回収可能価額を使

用価値により測定している場合には、将来キャッシ

ュ・フローを5.0％で割り引いて算定しております。 

用途 種類 場所 

 営業店舗 
 建物及び構築物

等 

 兵庫県他（計６

店舗） 

 賃貸用資産  土地及び建物等  兵庫県他 

 ＊２ 減損損失 

当社グループは以下の資産グループについて減損損失

を計上しております。 

    

  

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小

単位として、主として店舗を基本単位とし、賃貸用資

産については物件毎にグルーピングしております。営

業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなってい

る資産グループについて帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として23百万円特別損

失に計上しております。その主な内訳は、建物及び構

築物13百万円、リース資産９百万円、その他１百万円

であります。 

 資産グループの回収可能価額を正味売却価額により

測定している場合には、時価は専門取引業者による査

定価格によっております。また、資産グループの回収

可能価額を使用価値により測定している場合には、将

来キャッシュ・フローを5.0％で割り引いて算定してお

ります。 

用途 種類 場所 

 営業店舗 
 建物及び構築物

等 

 兵庫県他（計２

店舗） 

 ＊３ 非連結子会社七福携帯（北京）信息技術有限公司設

立資金の貸付に対する貸倒引当金繰入額でありま

す。 

 ＊３         ──────  

 ＊４        ──────   ＊４ 固定資産売却益 

    固定資産売却益の主な内訳は土地69百万円であり 

    ます。 

 ＊５        ──────   ＊５ 固定資産売却損 

       固定資産売却損の主な内訳は土地17百万円、建物 

       及び構築物29百万円、その他0百万円であります。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加6,668,200株は、平成18年4月1日付の株式分割による増加であります。 

   ２．普通株式の自己株式の増加13,402株は、平成18年4月1日付の株式分割による増加13,352株及び単元未満 

    株式の買取による増加50株であります。 

   ３．普通株式の自己株式の減少4,000株は、ストックオプションの権利行使によるものであります。 

  

     ２．配当に関する事項    

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 （注）１ 6,668,200 6,668,200 － 13,336,400 

合計 6,668,200 6,668,200 － 13,336,400 

自己株式         

普通株式 （注）２，３ 13,352 13,402 4,000 22,754 

合計 13,352 13,402 4,000 22,754 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 83 12.5 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

平成18年11月14日 

取締役会 
普通株式 66 5.0 平成18年９月30日 平成18年12月８日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年５月15日 

取締役会 
普通株式 159  利益剰余金 12.0 平成19年３月31日 平成19年６月13日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

     該当事項はありません。 

（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円）

減損損失累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置
及び運搬
具 

930 403 52 474 

工具器具
備品 

2,719 1,180 28 1,510 

その他 26 11 － 15 

合計 3,675 1,595 80 2,000 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

減損損失累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置
及び運搬
具 

976 461 52 462 

工具器具
備品 

2,781 1,470 8 1,302 

その他 26 16 － 10 

合計 3,784 1,948 60 1,774 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 612百万円

１年超 1,467百万円

合計 2,080百万円

１年内    622百万円

１年超   1,223百万円

合計    1,845百万円

 リース資産減損勘定期末残高          34百万円  リース資産減損勘定期末残高          23百万円 

                                                                            

 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料   591百万円

リース資産減損勘定の取崩額  49百万円

減価償却費相当額   546百万円

支払利息相当額   58百万円

減損損失 83百万円

支払リース料      685百万円

リース資産減損勘定の取崩額    21百万円

減価償却費相当額      632百万円

支払利息相当額     56百万円

減損損失   9百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5)利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内  22百万円

１年超  67百万円

合計   90百万円

１年内    22百万円

１年超    45百万円

合計     67百万円



（有価証券関係） 

１ 売買目的有価証券 

 該当事項はありません。 

２ 満期保有目的債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

３ その他有価証券で時価のあるもの 

４ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額(百万円) 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額(百万円) 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1)株式 7 16 8 7 11 4 

(2)債券            

国債・地

方債等 
－ － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

(3)その他 － － － － － － 

小計 7 16 8 7 11 4 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式 － － － 0 0 -0 

(2)債券            

国債・地

方債等 
－ － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 － － － 0 0 -0 

合計 7 16 8 8 12 4 

前連結会計年度 
（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計 
（百万円） 

売却損の合計 
（百万円） 

売却額 
（百万円） 

売却益の合計 
（百万円） 

売却損の合計 
（百万円） 

27 13 － － － － 



５ 時価評価されていない有価証券の主な内容 

６ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的債券の今後の償還予定額 

 該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

（前連結会計年度）（平成18年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引であります。 

(2）取引に対する取組方針 

 当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

(3）取引の利用目的 

 当社のデリバティブ取引は、借入金等の将来の金利市場における利率上昇によるリスクを回避する目的で

利用しており、投機やトレーディングを目的としたものではありません。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…変動金利の借入金 

ヘッジ方針 

 当社の社内ルールに基づき、金利変動リスクをヘッジしており、投機的な取引及び短期的な売買損益を

得る目的でデリバティブ取引は行わない方針であります。 

ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性の判定時点までの期間における借入金の支払利息にかかわる金利変動額との累

計を比較分析により測定し、有効性の評価を行なっております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 当社が利用する金利スワップ取引については、金利市場の変動によるリスクを有しております。なお、こ

れらの取引の契約先は信用度の高い金融機関に限っているため、相手先の契約不履行によるリスクはほとん

どないと判断しております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁権限者の承認を得て行なっております。 

２．取引の時価等に関する事項 

 デリバティブ取引は、平成18年３月31日現在、将来の金利の変動によるリスク回避を目的とした金利スワッ

プに限定されており、ヘッジ会計が適用されておりますので、記載を省略しております。 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券    

非上場株式 1 0 



（当連結会計年度）（平成19年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引であります。 

(2）取引に対する取組方針 

 当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

(3）取引の利用目的 

 当社のデリバティブ取引は、借入金等の将来の金利市場における利率上昇によるリスクを回避する目的で

利用しており、投機やトレーディングを目的としたものではありません。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…変動金利の借入金 

ヘッジ方針 

 当社の社内ルールに基づき、金利変動リスクをヘッジしており、投機的な取引及び短期的な売買損益を

得る目的でデリバティブ取引は行わない方針であります。 

ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性の判定時点までの期間における借入金の支払利息にかかわる金利変動額との累

計を比較分析により測定し、有効性の評価を行なっております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 当社が利用する金利スワップ取引については、金利市場の変動によるリスクを有しております。なお、こ

れらの取引の契約先は信用度の高い金融機関に限っているため、相手先の契約不履行によるリスクはほとん

どないと判断しております。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁権限者の承認を得て行なっております。 

２．取引の時価等に関する事項 

 デリバティブ取引は、平成19年３月31日現在、将来の金利の変動によるリスク回避を目的とした金利スワッ

プに限定されており、ヘッジ会計が適用されておりますので、記載を省略しております。 



（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社グループは、退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して退職給付会計に準拠し

た数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。 

２ 退職給付債務に関する事項 

 （注）1.当社及び一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

         2.当社は、平成18年4月1日付で、会社分割を行い持株会社に移行し、従業員が710名より25名に著し

く減少しました。このため退職給付債務の見込額について合理的な数理計算が困難となり、簡便法

により計算しております。 

３ 退職給付費用に関する事項 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在） 

イ．退職給付債務 190 215 

ロ．未認識数理計算上の差異 13 -3 

ハ．未認識過去勤務債務 -14 -7 

ニ．退職給付引当金（イ－ロ－ハ） 192 226 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

退職給付費用 41 38 

イ．勤務費用 24 24 

ロ．利息費用 4 4 

ハ．数理計算上の差異の費用処理額 15 13 

ニ．過去勤務債務の費用処理額 -7 -7 

ホ．その他 4 3 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在） 

イ．割引率 2.5％      同左 

ロ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準      同左 

ハ．数理計算上の差異の処理年数 翌連結会計年度に費用処理

（１年） 
     同左 

ニ．過去勤務債務の処理年数 ５年      同左 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

        (注) １.株式数に換算して記載しております。 

             ２.平成18年４月１日付をもって、普通株式１株を普通株式２株に分割しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度（平成19年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ  

プションの数については、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 

 ㈱Ｇ－７ホールディングス 

平成13年 

ストック・オプション 

  ㈱サンセブン 

平成17年 

ストック・オプション  

付与対象者の区分及び数 
当社の取締役   ５名 

当社の使用人      15名 

 ㈱サンセブンの監査役   １名 

 ㈱サンセブンの使用人      47名 

株式の種類別のストック・オ

プション数（注)１ 
普通株式   91,000株 (注)２  普通株式   128株 

付与日 平成13年６月28日  平成17年４月27日 

権利確定条件 

 付与日（平成13年６月28日）以

降、権利確定日（平成15年６月30

日）まで継続して勤務しているこ

と。 

 付与日（平成17年４月27日）以

降、権利確定日（平成19年４月30

日）まで継続して勤務しているこ

と。 

対象勤務期間 
 ２年間（自 平成13年６月28日 至

 平成15年６月30日） 

 ２年間（自 平成17年４月27日 至

平成19年４月30日） 

権利行使期間 

 権利確定後５年以内。ただし権利

行使時においても当社及び子会社

の取締役又は使用人であると共

に、権利を付与された時の役職相

当またはそれ以上の役職にあるこ

とを要する。 

 権利確定後５年以内。ただし権利

行使時においても㈱サンセブン及

び㈱サンセブン子会社又は㈱サン

セブンの関係会社の取締役又は使

用人であると共に、権利を付与さ

れた時の役職相当またはそれ以上

の役職にあることを要する。 

 

 ㈱Ｇ－７ホールディングス 
 平成13年 

 ストック・オプション 

  ㈱サンセブン 
平成17年   

 ストック・オプション 

権利確定前     （株）     

前連結会計年度末 － 106 

付与 － － 

失効 － 22 

権利確定 － － 

未確定残 － 84 

権利確定後     （株）     

前連結会計年度末 12,000 － 

権利確定 － － 

権利行使 4,000 － 

失効 6,000 － 

未行使残 2,000 － 



     (注)  上記表に記載された株式数は、当連結会計年度に行った平成18年４月１日付株式分割(株式１株につき２

株)による分割後の株式数に換算して記載しております。 

② 単価情報 

     (注)  権利行使価格及び行使時平均株価については、平成18年４月１日付株式分割(株式１株につき２株) 

       による調整後の１株当たりの価格を記載しております。 

 

 ㈱Ｇ－７ホールディングス 

平成13年 

ストック・オプション 

 ㈱サンセブン 

平成17年   

ストック・オプション 

権利行使価格      

（円） 
268 100,000 

行使時平均株価     

（円） 
1,124 － 

公正な評価単価（付与日）

（円） 
－ － 



（税効果会計関係） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

(1）流動の部    

繰延税金資産    

賞与引当金超過額（百万円） 98 74 

未払事業税（百万円） 38 77 

税務上の繰越欠損金（百万円） 15 － 

その他（百万円） 24 34 

小計（百万円） 177 186 

評価性引当額（百万円） -1 -10 

合計（百万円） 176 175 

(2)固定の部    

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金（百万円） 111 157 

役員退職給与引当金（百万円） 58 58 

事業用借地権償却（百万円） 49 55 

退職給付引当金超過額（百万円） 78 91 

減損損失等（百万円） 361 354 

会員権評価損（百万円） 21 22 

減価償却超過額（百万円） 121 150 

その他（百万円） 77 31 

小計（百万円） 880 921 

評価性引当額（百万円） -132 -100 

合計（百万円） 747 821 

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金（百万円） -47 -47 

その他（百万円） -3 -1 

繰延税金資産（固定）の純額（百万円） 696 772 

再評価に係る繰延税金資産       

  土地再評価差額 （百万円） 189 251 

 評価性引当額（百万円） -189 -251 

  再評価に係る繰延税金資産合計（百万円） － － 

再評価に係る繰延税金負債      

  土地再評価差額（百万円） － 64 

   再評価に係る繰延税金負債合計（百万円） － 64 



２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

法定実効税率（％） 40.7 40.7 

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目（％） 1.9 1.3 

住民税均等割等（％） 4.2 2.9 

留保金課税（％） 3.9 0.5 

      

過年度評価性引当額税効果認識（％）  － -2.4 

欠損会社等税効果未認識額（％） 1.1 2.9 

その他（％） 0.3 1.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率（％） 52.1 47.2 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は商品の種類及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な商品 

３．消去又は全社の項目に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。 

４．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用及び投資不動産に係る償却額及び増加額が含まれておりま

す。 

 

オートバ
ックス事
業 
（百万円） 

新車・中
古車事業 
（百万円）

食品・雑
貨小売事
業 
（百万円）

その他の
事業 
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益              

売上高              

(1)外部顧客に対する売

上高 
24,630 3,236 25,599 807 54,273 － 54,273 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
51 － － 29 81 (81) － 

計 24,681 3,236 25,599 837 54,354 (81) 54,273 

営業費用 22,682 3,348 25,397 903 52,333 456 52,789 

営業利益（又は営業損

失） 
1,998 -112 202 -66 2,021 (537) 1,483 

Ⅱ 資産、減価償却費、減

損損失及び資本的支出 
             

資産 10,438 574 4,060 716 15,789 5,664 21,453 

減価償却費 481 25 253 20 781 41 823 

減損損失 139 － 60 － 199 209 408 

資本的支出 1,211 22 531 170 1,937 432 2,369 

事業区分 主要商品 

オートバックス事業 タイヤ・ホイール・カーオーディオ・カーナビゲーション・オイル・バッテリー等 

新車・中古車事業 自動車 

食品・雑貨小売事業 冷凍食品・加工食品等 

その他の事業 二輪・二輪用品・フィッシング用品・飲食業・不動産仲介等 

  当連結会計年度 主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦不能

営業費用の金額（百万円） 
522 

当社の総務・経理部門等の管理部門等に係る費用

であります。 

消去又は全社の項目に含めた 

全社資産の金額（百万円） 
5,792 

当社における余資運用資金（現預金）、長期投資

資金（投資有価証券）、賃貸用不動産（投資不動

産）、管理部門にかかる資産及び子会社㈱サンセ

ブンの賃貸用不動産（投資不動産）等でありま

す。 



５．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当連

結会計年度の営業費用は、オートバックス事業が67百万円、食品・雑貨小売事業が4百万円それぞれ減少

し、営業利益が同額増加しております。オートバックス事業及び食品・雑貨小売事業以外の事業については

セグメント情報に与える影響はありません。 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

（1）事業は商品の種類及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

            （2）「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、従来不動産賃貸収入及

び不動産賃貸原価については、営業外収益及び営業外費用に計上しておりましたが、当連結会計年度より、

売上高及び売上原価に計上しております。なお、不動産賃貸事業は当社グループとして主たる事業として位

置付けることとしたため、当連結会計年度より、「不動産賃貸事業」に区分することとしております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、「オートバックス事業」の資産が5,633百万円、

減価償却費が289百万円、資本的支出が994百万円、「新車・中古車事業」の資産が174百万円、減価償却費

が13百万円、資本的支出が40百万円、「食品・雑貨小売事業」の資産が141百万円、減価償却費が9百万円、

「その他の事業」の資産が767百万円、減価償却費が66百万円、資本的支出が320百万円、「消去又は全社」

に含まれている全社の資産が2,707百万円、減価償却費が47百万円、資本的支出が68百万円少なく計上され

ております。 

 

オートバ
ックス事
業 
（百万円） 

新車・中

古車事業 

（百万円） 

食品・雑
貨小売事
業 
（百万円）

不動産賃
貸事業  
(百万円） 

その他の

事業 

(百万円) 

計 

（百万円） 

消去又は
全社 
(百万円) 

連結 

（百万円） 

 Ⅰ 売上高及び営業損益                

    売上高                

(1）外部顧客に対する売

上高 
24,857 4,029 28,849 783 1,046 59,566 － 59,566 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
47 － － 1,935 31 2,014 -2,014 － 

計 24,905 4,029 28,849 2,719 1,078 61,581 -2,014 59,566 

    営業費用 23,728 3,998 28,563 2,382 1,135 59,808 -1,739 58,069 

営業利益（又は営業損

失） 
1,176 31 285 336 -57 1,772 -275 1,497 

Ⅱ 資産、減価償却費、減 

    損損失及び資本的支出 
                

資産  8,928 513  4,204 9,424 804 23,875 318 24,193 

減価償却費 173 5  268 425 19  893 8 901 

減損損失  － －  14 － －  14 － 14 

資本的支出 219 4  430 1,424 104  2,183 70 2,254 



２．各区分に属する主要な商品 

  

 ３．消去又は全社の項目に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。 

４．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用に係る償却額及び増加額が含まれております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び資産の金額の合計に占める割合がいずれ

も90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

 当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び資産の金額の合計に占める割合がいずれ

も90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

    海外売上高は、連結売上高の１０％未満であるため、記載を省略しております。 

 当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

    海外売上高は、連結売上高の１０％未満であるため、記載を省略しております。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

事業区分 主要商品 

オートバックス事業 タイヤ・ホイール・カーオーディオ・カーナビゲーション・オイル・バッテリー等 

新車・中古車事業 自動車 

食品・雑貨小売事業 冷凍食品・加工食品等 

不動産賃貸事業 不動産賃貸業 

その他の事業 二輪・二輪用品・飲食業等 

  当連結会計年度 主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦不能

営業費用の金額（百万円） 
507 

当社の総務・経理部門等の管理部門等に係る費用

であります。 

消去又は全社の項目に含めた 

全社資産の金額（百万円） 
1,353 

当社における余資運用資金（現預金）、長期投資

資金（投資有価証券）、管理部門にかかる資産等

であります。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

１株当たり純資産額    1,130円17銭

１株当たり当期純利益 67円66銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 67円56銭

   当社は、平成18年４月１日付で株式１株につき２株の
株式分割を行っております。 
  なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場
合の前連結会計年度における１株当たり情報について
は、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額  607円22銭

１株当たり当期純利益 58円55銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   58円54銭

     

   

   

１株当たり純資産額  565円09銭

１株当たり当期純利益 33円83銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   33円78銭

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益（百万円） 479 779 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 30 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (30)                 (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 449 779 

期中平均株式数（千株） 6,646 13,312 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

当期純利益調整額（百万円）  － － 

普通株式増加数（千株） 10 3 

（うち自己株式取得方式によるストッ

クオプション） 
(10) (3) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要  

－ 

連結子会社株式会社サンセブンが

発行する新株予約権(新株予約権の

数84個) 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 株式分割について 

 平成18年2月14日開催の当社取締役会の決議に基づき、次

の通り株式分割を実施しております。 

 ────── 

  

（1）平成18年4月1日付をもって、普通株式1株を2株に分

割いたしました。 

（2）分割の方法 

 平成18年3月31日最終の株主名簿および実質株主名簿に

記載または記録された株主の所有株式数を1株につき2株

の割合をもって分割いたしました。 

（3）分割により増加する株式数 

  普通株式       6,668,200株 

（4）配当起算日      平成18年4月1日 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当たり情報及び当期首に行

われたと仮定した場合の当連結会計年度における1株当た

り情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

  

前連結会計年度 当連結会計年度 

 １株当たり純資産額 

 557円11銭 

 １株当たり純資産額 

 565円9銭 

１株当たり当期純利益 

27円35銭  

 １株当たり当期純利益 

 33円83銭 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 

 27円29銭 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 

 33円78銭 

  

  

  

  

  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書は１年以内の償還予定額であります。 

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．その他の有利子負債の（ ）内は１年以内の返済予定額であります。 

２．長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予

定額は以下のとおりであります。 

３．平均利率は、期中平均のものを使用して算定しております。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率 
（％） 

担保 償還期限 

当社 第３回物上担保附社債 平成11年９月28日 
100 

(100) 

－ 

  
2.40 

土地 

建物 
平成18年９月28日 

当社 第２回無担保社債 平成15年２月12日 
120 

(60) 

60 

(60) 
0.51 なし 平成20年２月12日 

 合計 － － 
220 

(160) 

60 

(60) 
－ － － 

１年以内（百万円） 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

60 － － － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 6,170 7,440 0.6 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 766 740 2.0 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを

除く。） 
736 376 2.0 平成20年～28年 

その他の有利子負債 (185) (179)    

割賦未払金 541 389 2.6 平成19年～24年 

合計 8,215 8,947 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 49 26 50 50 

その他の有利子負債        

割賦未払金 132 66 10 1 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１ 現金及び預金     1,207     171  

２ 売掛金     811     －  

３ 商品     2,899     －  

４ 貯蔵品     2     －  

５ 前払費用     178     142  

６ 繰延税金資産     148     5  

７ 短期貸付金  ＊９   395     277  

８ 未収入金     340     118  

９ その他     44     0  

流動資産合計     6,028 37.0   716 4.7 

Ⅱ 固定資産              

１ 有形固定資産              

(1）建物 ＊１ 5,466     6,887    

減価償却累計額   2,243 3,222   3,020 3,867  

(2）構築物   847     302    

減価償却累計額   487 359   186 115  

(3）機械及び装置   207     8    

減価償却累計額   116 91   7 0  

(4）車両運搬具   43     9    

減価償却累計額   33 10   9 0  

(5）工具器具備品   372     135    

減価償却累計額   282 90   91 43  

(6）土地 ＊1,4   1,645     2,783  

(7）建設仮勘定     2     1  

有形固定資産合計     5,421 33.2   6,811 45.1 

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

２ 無形固定資産              

(1）借地権     178     54  

(2）ソフトウエア     22     10  

(3）その他     46     11  

無形固定資産合計     247 1.5   76 0.5 

３ 投資その他の資産              

(1）投資有価証券     18     12  

(2）関係会社株式     620     4,113  

(3）出資金     0     0  

(4）長期貸付金     43     6  

(5）関係会社長期貸付金     547     1,241  

(6）長期前払費用     15     13  

(7）繰延税金資産     739     832  

(8）投資不動産 ＊1,4 2,411     －    

減価償却累計額   983 1,427   － －  

(9）敷金・保証金     1,285     1,296  

(10）その他     57     53  

(11）貸倒引当金     -98     -55  

(12）投資損失引当金     -50     －  

投資その他の資産合計     4,607 28.3   7,515 49.7 

固定資産合計     10,277 63.0   14,403 95.3 

資産合計     16,305 100.0   15,119 100.0 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１ 支払手形     19     －  

２ 買掛金     1,289     －  

３ 短期借入金 ＊1,8   3,600     5,100  

４ １年以内返済予定の長
期借入金 

＊１   716     669  

５ １年以内償還予定の社
債 

＊１   160     60  

６ 未払金     258     30  

７ 未払費用     399     25  

８ 未払法人税等     435     5  

９ 未払消費税等     17     －  

10 前受金     26     －  

11 預り金     69     2  

12 前受収益  ＊９   39     187  

13 賞与引当金     230     6  

14 設備未払金     31     25  

流動負債合計     7,291 44.7   6,111 40.4 

               

Ⅱ 固定負債              

１ 社債 ＊１   60     －  

２ 長期借入金 ＊１   669     －  

３ 退職給付引当金     192     11  

４ 役員退職給与引当金     144     144  

５ 預り敷金・保証金  ＊９   301     1,040  

６ 再評価に係る繰延税金
負債 

 ＊４   －     64  

７ その他     －     5  

固定負債合計     1,366 8.4   1,266 8.4 

負債合計     8,658 53.1   7,377 48.8 

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ＊２   1,785 11.0   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

    資本準備金   2,723     －    

資本剰余金合計     2,723 16.7   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１．利益準備金   74     －    

２．任意積立金              

(1）土地圧縮積立金   68     －    

(2) 別途積立金   3,330     －    

３．当期未処分利益   133     －    

利益剰余金合計     3,606 22.1   － － 

Ⅳ 土地再評価差額金 ＊４   -466 -2.9   － － 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

    5 0.0   － － 

Ⅵ 自己株式 ＊３   -8 -0.0   － － 

資本合計     7,647 46.9   － － 

負債・資本合計     16,305 100.0   － － 

               
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   1,785 11.8 

２．資本剰余金               

  資本準備金   －     2,723     

資本剰余金合計     － －   2,723 18.0 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   －     74     

(2）その他利益剰余金               

土地圧縮積立金   －     68     

別途積立金   －     2,930     

繰越利益剰余金   －     688     

利益剰余金合計     － －   3,762 24.9 

４．自己株式     － －   -7 -0.0 

株主資本合計     － －   8,264 54.7 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   2 0.0 

２．土地再評価差額金 ＊４    － －   -524 -3.5 

評価・換算差額等合計     － －   -522 -3.5 

純資産合計     － －   7,741 51.2 

負債純資産合計     － －   15,119 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     24,852 100.0   － － 

Ⅱ 売上原価              

１ 期首商品たな卸高   2,343     －    

２ 当期商品仕入高   15,224     －    

３ 合併による商品受入高   353     －    

合計   17,921     －    

４ 他勘定振替高 ＊２ 22     －    

５ 期末商品たな卸高   2,899 14,998 60.4 － － － 

売上総利益     9,853 39.6   － － 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１ 広告宣伝費   813     －    

２ ロイヤリティ   272     －    

３ 役員報酬   73     －    

４ 給与手当   2,496     －    

５ 雑給   318     －    

６ 賞与引当金繰入額   230     －    

７ 退職給付費用   37     －    

８ 福利厚生費   521     －    

９ 賃借料   1,447     －    

10 水道光熱費   328     －    

11 減価償却費   425     －    

12 消耗品費   256     －    

13 清掃・警備費   133     －    

14 支払手数料   370     －    

15 租税公課   175     －    

16 その他   469 8,370 33.7 － － － 

営業利益     1,483 6.0   － － 

Ⅳ 営業収益               

  １ 不動産賃貸収入  ＊３ －     2,277     

  ２ 配当金収入  ＊３ －     402     

  ３ その他収入  ＊３ － － － 305 2,985 100.0 

Ⅴ 営業費用               

 １ 売上原価   －     2,013     

２ 販売費及び一般管理費  ＊１ － － － 507 2,521 84.4 

    営業利益     － －   464 15.6 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 営業外収益              

１ 受取利息及び配当金  ＊３ 4     27    

２ 不動産賃貸収入 ＊３ 473     －    

３ 仕入先協賛金   24     －    

４ 受取手数料   62     －    

５ 為替差益   －     6    

６ その他   92 656 2.6 10 44 1.5 

Ⅶ 営業外費用              

１ 支払利息   41     46    

２ 社債利息   6     1    

３ 不動産賃貸原価   432     －    

４ 営業権償却   35     －    

５ 支払手数料   －     14    

６ 固定資産処分損   －     7    

７ その他   80 595 2.4 6 76 2.6 

経常利益     1,544 6.2   432 14.5 

Ⅷ 特別利益              

１ 投資損失引当金戻入益   － － － 50 50 1.6 

Ⅸ 特別損失              

１ 固定資産売却損  ＊５  －     47    

２ 店舗閉鎖損   32     －    

３ 関係会社株式評価損   120     9    

４ 減損損失  ＊４ 491     －    

５ 子会社清算損失   －     52    

６  貸倒引当金繰入額     85 729 2.9 2 110 3.7 

税引前当期純利益     814 3.3   371 12.4 

法人税、住民税及び事
業税 

  710     0    

法人税等還付税額等   －     -21    

法人税等調整額   －260 450 1.8 51 30 1.0 

当期純利益     364 1.5   340 11.4 

前期繰越利益     133     －  

自己株式処分差損     1     －  

土地再評価差額金取崩
額 

    281     －  

中間配当額     83     －  

当期未処分利益     133     －  

               



 売上原価明細表 

  

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

不動産賃貸原価  ＊１ － － 2,013 100.0 

前事業年度 

 （自 平成17年４月１日 
   至 平成18年３月31日） 

当事業年度  

 （自 平成18年４月１日 
   至 平成19年３月31日） 

＊１．            ────── 

  

 ＊１．主な内訳は次のとおりであります。 

 賃借料                          1,539百万円 

減価償却費                          359百万円 

  



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

 （注） 平成17年12月9日に83百万円（１株当たり普通配当10円 記念配当2円50銭）の中間配当を実施いたしました。

   
前事業年度 

株主総会承認日 
（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益     133 

Ⅱ 任意積立金取崩高      

 別途積立金取崩額   400 400 

合計     533 

Ⅲ 利益処分額      

１ 配当金   83  

２ 取締役賞与金   27  

３ 監査役賞与金   2  

４ 別途積立金   － 113 

Ⅳ 次期繰越利益     419 

       



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  (注)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 土地圧縮

積立金 
別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

1,785 2,723 2,723 74 68 3,330 133 3,606 -8 8,107 

事業年度中の変動額                    

別途積立金の取崩(注)           -400 400 －   － 

剰余金の配当(注)             -83 -83   -83 

剰余金の配当             -66 -66   -66 

利益処分による役員賞与
(注) 

            -30 -30   -30 

当期純利益             340 340   340 

売却に伴う土地再評価差額
金取崩額 

            -5 -5   -5 

自己株式の取得               － -0 -0 

自己株式の処分             -0 -0 1 1 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

              －   － 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － － -400 555 155 1 156 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

1,785 2,723 2,723 74 68 2,930 688 3,762 -7 8,264 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

5 -466 -460 7,647 

事業年度中の変動額        

別途積立金の取崩(注)     － － 

剰余金の配当(注)     － -83 

剰余金の配当     － -66 

利益処分による役員賞与
(注) 

    － -30 

当期純利益     － 340 

売却に伴う土地再評価差額
金取崩額 

  5 5 － 

自己株式の取得     － -0 

自己株式の処分     － 1 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

-2 -64 -66 -66 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

-2 -58 -61 94 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

2 -524 -522 7,741 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は、移動平

均法により算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

時価法   同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

 売価還元法による原価法 

 ただし、販売用自動車は個別法によ

る原価法 

（1）          ────── 

  (2）貯蔵品 

 最終仕入原価法 

（2）          ────── 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産及び投資不動産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備及び事業用

定期借地契約による借地上の建物を除

く）については、定額法を採用してお

ります。 

 なお、事業用定期借地契約による借

地上の建物については、残存価額を零

とし、契約残年数を基準とした定額法

によっております。 

 主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

建物    ３年～34年 

構築物   ３年～30年 

投資不動産 ３年～50年 

  (1）有形固定資産 

    定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備及び事業用定

期借地契約による借地上の建物を除

く）については、定額法を採用してお

ります。  

  なお、事業用定期借地契約による借

地上の建物については、残存価額を零

とし、契約残年数を基準とした定額法

によっております。 

   主な耐用年数は以下のとおりであり  

 ます。 

建物    ３年～34年 

構築物   ３年～30年 

  (2）無形固定資産 

①ソフトウェア（自社利用） 

社内における利用可能期間（５年）

による定額法 

(2）無形固定資産 

①ソフトウェア（自社利用） 

同左 

  ②事業用借地権（当該借地権を設定し

ている土地の改良費等を含む） 

契約残年数を基準とした定額法 

②事業用借地権（当該借地権を設定し

ている土地の改良費等を含む） 

同左 

  ③営業権 

５年均等償却 

③     ────── 

  

  ④その他無形固定資産 

定額法 

④その他無形固定資産 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3）長期前払費用 

均等償却 

(3）長期前払費用   

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

 同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に支給する賞与の支出に充て

るため支給見込額に基づき計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

 同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は翌年度に費用処

理（１年）することとしております。 

過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による按分額を費用

処理しております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、自

己都合要支給額を退職給付債務とする

方法(簡便法)により、当事業年度末に

おいて発生していると認められる退職

給付債務額を計上しております。 

  （追加情報） 

 当社は、平成18年４月１日付で会社

分割を行い持株会社に移行し 、従業員

が710名より25名に著しく減少しまし

た。このため退職給付債務の見込額に

ついて合理的な数理計算が困難とな

り、簡便法により計算しております

が、影響額は軽微であります。 

  (4)役員退職給与引当金 

 当社は、平成16年６月に役員退職慰

労金制度を廃止し、内規に基づく制度

廃止時の要支給額を役員の退任時に支

払うこととなったため、当該支給予定

額を計上しております。 

(4)役員退職給与引当金 

 同左 

  (5)投資損失引当金 

 関係会社に対する投資に係る損失に

備えるため、財政状態等を勘案した損

失見込額を計上しております。 

(5)    ────── 

  

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

  同左 

７．ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお、金利スワップについては、

特例処理の要件を満たしている場合は

特例処理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

 同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 変動金利の借入金に対して金利スワ

ップをヘッジ手段として用いておりま

す。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

  ③ ヘッジ方針 

 当社の社内ルールに基づき、金利変

動リスクをヘッジしており、投機的な

取引及び短期的な売買損益を得る目的

でデリバティブ取引は行わない方針で

あります。 

③ ヘッジ方針 

 同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始日から有効性の判定時点

までの期間における借入金の支払利息

にかかわる金利変動額と金利スワップ

取引の金利変動額との累計を比較分析

により測定し、有効性の評価を行って

おります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

 同左 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準)  

  当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。 これにより営業利益が67百万円、経常利益が79百万

円それぞれ増加し、税引前当期純利益が411百万円減少し

ております。 

  なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

          ────── 

────── 

  

(不動産賃貸収入及び不動産賃貸原価の計上区分の変更) 

 従来、不動産賃貸収入及び不動産賃貸原価については

営業外収益及び営業外費用に計上しておりましたが、平

成18年４月１日付で、会社分割を行い持株会社に移行し

たことに伴い、不動産賃貸及び関係会社管理等が事業活

動の中心となったため、当事業年度より当該収入及び原

価を売上高及び売上原価に計上する方法に変更いたしま

した。 

 この変更により、従来の方法と比較して、売上高が

2,277百万円、売上原価が2,013百万円増加し、営業利益

が263百万円増加しましたが、経常利益及び税引前当期純

利益に対する影響はありません。 

 なお、当事業年度からは、売上高につきましては、不

動産賃貸収入及び経営管理料収入等の収益だけとなりま

したので、これにつき「営業収益」と表示し、また「営

業費用」の区分を設け、そこに営業収益に係る売上原価

と販売費及び一般管理費を表示しております。 

 また、従来「投資その他の資産」の「投資不動産」と

して表示しておりました賃貸用物件に係る固定資産は、

当事業年度より、「有形固定資産」に含めて表示してお

ります。なお、有形固定資産に含まれる投資不動産の額

は、建物519百万円、土地707百万円、その他28百万円で

あります。 

 ────── 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準第５号  平成17年12月９

日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日)を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、7,741百

万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 



 表示方法の変更 

 追加情報 

前事業年度 

 （自 平成17年４月１日 
   至 平成18年３月31日） 

当事業年度  

 （自 平成18年４月１日 
   至 平成19年３月31日） 

 ────── 

  

 (損益計算書) 

 １.「為替差益」は、前事業年度までは、営業外収益の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当事業年度

において営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分

掲記しております。 

 なお、前事業年度の「為替差益」の金額は0百万円であ

ります。  

 ２.「支払手数料」は、前事業年度までは、営業外費用

の「その他」に含めて表示しておりましたが、当事業年

度において営業外費用の総額の100分の10を超えたため区

分掲記しております。 

 なお、前事業年度の「支払手数料」の金額は15百万円

であります。  

  ３.「固定資産処分損」は、前事業年度までは、営業外

費用の「その他」に含めて表示しておりましたが、当事

業年度において営業外費用の総額の100分の10を超えたた

め区分掲記しております。 

 なお、前事業年度の「固定資産処分損」の金額は3百万

円であります。  

前事業年度 

 （自 平成17年４月１日 
   至 平成18年３月31日） 

当事業年度  

 （自 平成18年４月１日 
   至 平成19年３月31日） 

 ────── 

  

 (財政状態及び経営成績の変動) 

 当社は、平成18年４月１日に持株会社へ移行しており

ます。 

 このため、当事業年度の財政状態及び経営成績は前事

業年度と比較して大きく変動しております。  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

＊１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

＊１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

(イ)担保に供している資産 (イ)担保に供している資産 

建物    195百万円

土地      1,645百万円

投資不動産    1,117百万円

計      2,958百万円

建物       453百万円

土地      2,350百万円

計      2,803百万円

(ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務 

短期借入金    2,400百万円

長期借入金      1,385百万円

（１年以内返済予定額含む）  

社債    100百万円

（１年以内償還予定額含む） 

計      3,885百万円

短期借入金      1,800百万円

長期借入金        669百万円

（１年以内返済予定額含む）  

計      2,469百万円

＊２ 会社が発行する株式及び発行済株式の総数  ＊２                  ────── 

授権株式数    普通株式    26,000,000株

発行済株式総数  普通株式      6,668,200株

  

＊３ 自己株式     普通株式      13,352株
 ＊３                  ────── 

＊４ 事業用土地の再評価 

 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布

法律第19号）に基づき事業用の土地の再評価を行い 

再評価差額については土地再評価差額金として資本

の部（マイナス表示）に計上しております。 

  

 ＊４ 事業用土地の再評価 

 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布

法律第19号）に基づき事業用の土地の再評価を行い 

再評価差額については、64百万円を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、524百万円

を「土地再評価差額金」として純資産の部（マイナ

ス表示）に計上しております。 

(1)再評価の実施日 

平成14年３月31日 

(1)再評価の実施日 

同左 

(2)再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地

価税の計算の為に公表された方法により算定した

価額に合理的な調整を行って算出する方法、第２

条第３号に定める固定資産税評価額及び第２条第

５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価により

算出する方法によっております。 

(2)再評価の方法 

 同左 

(3)再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 

    －865百万円 

(3)再評価を行った土地の期末における時価と再評価

後の帳簿価額との差額 

       －901 百万円 

 



前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

 ５ 保証債務 

金融機関からの借入に対する保証債務 

 ５ 保証債務 

    仕入先に対する保証債務 

 ㈱セブンプランニング   80百万円

 ㈱バイクセブン 190百万円

仕入先に対する保証債務  

 ㈱バイクセブン ２百万円 

㈱オ－トセブン 138百万円

㈱バイクセブン ２百万円 

   リース債務に対する保証債務      

 ㈱サンセブン   10百万円     

 ６ 財務上の特約 

① 平成15年３月31日締結のシンジケート・ローン

契約に下記の条項が付されております。 

 本契約締結日以降、毎決算期末（中間決算期末

及び本決算期末）の時点における連結貸借対照表

上での純資産額（連結貸借対照表上での「資本

金」、「資本剰余金」及び「利益剰余金」の合計

額）を、当該決算期末の直前の決算期末及び平成

14年９月中間決算期末の時点における連結貸借対

照表上での純資産額の75パーセント以上に維持す

る。 

 ６ 財務上の特約 

① 同左 

② 平成16年11月19日締結のコミットメントライン

契約に下記の条項が付されております。 

 本契約締結日以降、各年度の決算期及び中間期

の末日における貸借対照表及び連結貸借対照表上

での資本の部の金額を、当該決算期の直前の決算

期の末日または平成16年３月期の末日における貸

借対照表及び連結貸借対照表上での資本の部の金

額のいずれか大きい方の75％の金額以上にそれぞ

れ維持する。 

② 同左 

  

 ７ 配当制限 

 商法施行規則第124条３号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は５百万円であ

ります。 

 ７   ──────       

    

＊８ 貸出コミットメント・ライン契約 

 当社においては、長期にわたる機動的、安定的な

資金の調達を行うため取引銀行７行とシンジケー

ト・ローンにおける貸出コミットメント・ライン契

約を締結しております。当該契約に基づく当事業年

度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

＊８ 貸出コミットメント・ライン契約 

 当社においては、長期にわたる機動的、安定的な

資金の調達を行うため取引銀行７行とシンジケー

ト・ローンにおける貸出コミットメント・ライン契

約を締結しております。当該契約に基づく当事業年

度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 3,000百万円

借入実行残高 1,000百万円

差引額 2,000百万円

貸出コミットメントの総額  3,000百万円

借入実行残高   －百万円

差引額    3,000百万円

＊９ 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか主に次のものがあります。 

短期貸付金   371百万円

＊９ 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか主に次のものがあります。 

短期貸付金    273百万円

前受収益    163百万円 

預り敷金・保証金    764百万円 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

＊１               ────── ＊１  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

   

  

   

  

    

 役員報酬 83百万円

 給与手当 109百万円

 賞与引当金繰入額 6百万円

 退職給付費用 2百万円

 福利厚生費 27百万円

 減価償却費 22百万円

 消耗品費 45百万円

 支払手数料    55百万円

 接待交際費 31百万円

 ＊２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費 22百万円

（広告宣伝費、消耗品費その他） 

営業外費用 0百万円

（その他） 

計   22百万円

 ＊２              ────── 

   

  

   

  

   

＊３ 関係会社との取引高 ＊３ 関係会社との取引高 

不動産賃貸収入   186百万円 不動産賃貸収入     1,873 百万円

配当金収入     402 百万円

その他収入     305 百万円

受取利息  24 百万円

  

 ＊４  減損損失 

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上

しております。 

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位と

して、主として店舗を基本単位とし、賃貸用資産につ

いては物件毎にグルーピングしております。 

 営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなっ

ている資産グループや地価の下落の著しい資産グルー

プについて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失として 491百万円特別損失に計上し

ております。その主な内訳は、建物171百万円、投資

不動産209百万円、リース資産86百万円、その他23百

万円であります。 

 資産グループの回収可能価額を正味売却価額により

測定している場合には、不動産鑑定評価額等に基づき

評価しております。また、資産グループの回収可能価

額を使用価値により測定している場合には、将来キャ

ッシュ・フローを5.0％で割り引いて算定しておりま

す。 

用途   種類  場所 

 営業店舗  建物及び構築物等 
 兵庫県他（計４店

舗） 

 賃貸用資産  土地及び建物等  兵庫県他 

  

 ＊４        ──────      

 



前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 ＊５        ────── 

  

 ＊５  固定資産売却損       

       固定資産売却損の主な内訳は土地17百万円、建物29

百万円、その他1百万円であります。 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注）１．普通株式の自己株式の増加13,402株は、平成18年４月１日付けの株式分割による増13,352株および 

     単元未満株式の買取による増加50株であります。 

     ２．普通株式の自己株式の減少4,000株は、ストックオプションの権利行使によるものであります。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 13,352 13,402 4,000 22,754 

合計 13,352 13,402 4,000 22,754 



（リース取引関係） 

 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の

所有権が借主

に移転すると

認められるも

の以外のファ

イナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

減損損失
累計額相
当額 
（百万円）

期末残高
相当額 
（百万円）

機械及び
装置 

910 393 52 464 

工具器具
備品 

553 376 28 148 

その他 11 7 － 3 

合計 1,474 778 80 615 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

減損損失
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械及び装
置 

136 84 52 ー  

工具器具備
品 

7 0 － 7 

その他 11 9 － 1 

合計 155 94 52 8 

  ２．未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

  １年内    174百万円

１年超    487百万円

合計    661百万円

リース資産減損勘定期末

残高  
 34百万円

１年内     16百万円

１年超      6百万円

合計     22百万円

リース資産減損勘定期末

残高  
  14百万円

  ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及

び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩

額、減価償却費相当額、支払利息相当額及

び減損損失 

  支払リース料    161百万円

リース資産減損勘定の取

崩額 
49百万円

減価償却費相当額  150百万円

支払利息相当額   12百万円

減損損失  83百万円

支払リース料      2百万円

リース資産減損勘定の取

崩額 
  21百万円

減価償却費相当額    2百万円

支払利息相当額     0百万円

減損損失    －百万円

  ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当

額との差額を利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法によっておりま

す。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティ

ング・リース

取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内   22百万円

１年超   67百万円

合計    90百万円

１年内     22百万円

１年超     45百万円

合計     67百万円



（有価証券関係） 

前事業年度(平成18年３月31日) 

 子会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

当事業年度(平成19年３月31日) 

 子会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 



（税効果会計関係） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

流動の部    

繰延税金資産    

賞与引当金超過額（百万円） 93 2 

未払事業税（百万円） 34 2 

その他（百万円） 20 0 

合計（百万円） 148 5 

固定の部    

繰延税金資産    

税務上の繰越欠損金（百万円） － 109 

 役員退職給与引当金（百万円） 58 58 

 事業用借地権償却（百万円） 49 20 

退職給付引当金超過額（百万円） 78 4 

減損損失等 （百万円） 360 344 

会員権評価損（百万円） 21 21 

減価償却超過額（百万円） 108 133 

関係会社株式評価損（百万円） 95 34 

貸倒引当金（百万円） 34 17 

 関係会社株式（百万円） － 206 

 その他（百万円） 3 3 

  小計（百万円） 810 954 

評価性引当額（百万円）  -20 -72 

合計(百万円） 789 881 

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金（百万円） -47 -47 

その他（百万円） -3 -1 

繰延税金資産（固定）の純額（百万円） 739 832 

 再評価に係る繰延税金資産     

  土地再評価差額（百万円） 189 251 

  評価性引当額（百万円） -189 -251 

    再評価に係る繰延税金資産合計(百万円） － － 

 再評価に係る繰延税金負債     

 土地再評価差額（百万円） － 64 

 再評価に係る繰延税金負債合計（百万円） － 64 



２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

法定実効税率（％） 40.7 40.7 

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目（％） 2.2 3.5 

住民税均等割等（％） 3.4 0.0 

留保金課税（％） 4.8 － 

評価性引当金（％） 2.6 14.0 

 受取配当金等永久に益金算入されない項目(％) － -44.1 

 法人税等還付税額等 － -5.7 

その他（％） 1.5 -0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率（％） 55.2 8.3 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

１株当たり純資産額    1,144円59銭

１株当たり当期純利益 50円38銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 50円30銭

   当社は、平成18年４月１日付で株式１株につき２株の
株式分割を行っております。 
  なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場
合の前事業年度における１株当たり情報については、以
下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額  581円50銭

１株当たり当期純利益 25円57銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   25円56銭

   

   

   

１株当たり純資産額     572円30銭

１株当たり当期純利益   25円19銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   25円15銭

 
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額    

当期純利益（百万円） 364 340 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 30 － 

（うち、利益処分による役員賞与金） (30) (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 334 340 

期中平均株式数（千株） 6,646 13,312 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

  当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） 10 3 

（うち自己株式取得方式によるストッ

クオプション） 
(10) (3) 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（1）ホールディングカンパニー体制への移行に伴う会社分

割の実施及び商号の変更について 

 会社分割及び商号の変更の概要 

  当社は平成18年2月9日の臨時株主総会決議において承

認された分割契約書に基づき、平成18年4月1日付で当社

が営むすべての営業（グループ経営に関する企画・計画

及び管理に関わる営業を除く）を当社の100％出資の子

会社であるオートセブン分割準備株式会社（平成18年4

月1日に株式会社オートセブンに商号変更）へ承継させ

る会社分割（分社型吸収分割）を行い、当社は同日付で

持株会社へ移行するとともに、商号を「株式会社Ｇ－7

ホールディングス」に変更いたしました。 

 承継会社であるオートセブン分割準備株式会社が承継

した資産及び負債の額はそれぞれ、資産5,514百万円、

負債2,095百万円であります。 

（2）株式分割について 

 平成18年2月14日開催の当社取締役会の決議に基づき、次

の通り株式分割を実施しております。 

────── 

①平成18年4月1日付をもって、普通株式1株を2株に分割

いたしました。 

②分割の方法 

平成18年3月31日最終の株主名簿および実質株主名簿に

記載または記録された株主の所有株式数を1株につき2

株の割合をもって分割いたしました。 

 ③分割により増加する株式数 

  普通株式       6,668,200株 

④配当起算日      平成18年4月1日 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報及び当期首に

行われたと仮定した場合の当事業年度における1株当た

り情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

前事業年度 当事業年度 

 １株当たり純資産額 

 570円38銭 

 １株当たり純資産額 

 572円30銭 

 １株当たり当期純利益 

 36円86銭  

 １株当たり当期純利益 

 25円19銭 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 

 36円77銭 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益 

 25円15銭 

 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略し

ております。 

【有形固定資産等明細表】 

      （注）１、当期減少額には、㈱オートセブンと会社分割したことによる減少が含まれており、                

その内訳は次のとおりであります。 

    建物       439百万円     借地権       199百万円 

    構築物      765百万円     ソフトウエア     21百万円 

    機械及び装置   203百万円     その他無形固定資産  64百万円 

    車両運搬具     27百万円 

    工具器具備品   296百万円 

     

２、当期増加額の主なものは、次のとおりであります。 

                    建物     構築物     土地 

    神戸本社            93百万円     2百万円      －           

    モータウン土山        402百万円    52百万円      ー 

    オートバックス姫路西店     57百万円    15百万円      ー 

    オートバックスふくさき店    30百万円      ー    430百万円 

  

３、「当期増加額」欄の＜＞は内書で、投資不動産から有形固定資産への振替額であります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産              

建物 5,466 

 

2,174 

   ＜1,470＞ 

  

752 

 

6,887 3,020 343 3,867 

構築物 847 

 

227 

    ＜129＞ 

772 302 186 12 115 

機械及び装置 207 

 

3 

 ＜3＞ 

203 8 7 0 0 

車両運搬具 43       － 33 9 9       － 0 

工具器具備品 372 

 

66 

 ＜16＞ 

303 135 91 15 43 

土地 1,645 

  

1,221 

    ＜791＞ 

 83 2,783       －       － 2,783 

建設仮勘定 2 810 810 1       －       － 1 

計 

  

8,584 

  

4,502 

   ＜2,411＞ 

2,960 

  

10,127 

  

3,316 

  

370 

  

6,811 

  

無形固定資産              

借地権 299 2 199 103 49 4 54 

ソフトウエア 43 12 21 34 24 6 10 

その他 75 4 64 15 3 0 11 

計 419 19 285 152 76 11 76 

長期前払費用 38 14 39 13 0 0 13 

投資不動産 2,411       － 2,411  －  －  － － 



【引当金明細表】 

 （注）１．賞与引当金の当期減少額（その他）は、会社分割したことによるものであります。 

       ２．投資損失引当金の当期減少額（その他）は、関係会社の業績回復に伴う取崩額であります。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 98 57 100 － 55 

賞与引当金 230 6 10 220 6 

役員退職給与引当金 144 － － － 144 

投資損失引当金 50 － － 50 － 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

  

  

② 固定資産 

１）関係会社株式 

  

 ２）関係会社長期貸付金 

  

  現金及び預金   

区分 金額（百万円） 

現金 2 

預金  

当座預金 166 

普通預金 1 

小計 168 

合計 171 

相手先 金額（百万円） 

㈱オートセブン 3,223 

㈱サンセブン 500 

㈱タカツキ 158 

㈱サンオートインターナショナル 130 

㈱セブンプランニング 50 

㈱ジョイセブンコーポレーション  50 

その他 1 

合計 4,113 

相手先   金額（百万円） 

 ㈱オートセブン 560 

 ㈱バイクセブン 396 

 ㈱セブンプランニング 210 

 七福集団有限公司 74 

 ㈱人財アドバンス 1 

合計  1,241 



 ３）繰延税金資産 

    繰延税金資産は、832百万円であり、その内容については「２ 財務諸表等 (1）財務諸表 注記事項（税

効果会計関係）」に記載しております。 

  

       ４）敷金・保証金 

相手先 金額（百万円） 

井上ビル㈱ 135 

大和工商リース㈱ 106 

独立行政法人空港周辺整備機構 96 

サンエス㈱ 91 

戌亥庄三 70 

その他 797 

合計 1,296 



③ 流動負債 

     短期借入金 

④ 固定負債 

預り敷金・保証金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 1,000 

㈱三井住友銀行 1,000 

㈱みずほ銀行 800 

㈱京都銀行 700 

㈱山口銀行 600 

その他 1,000 

合計 5,100 

相手先 金額（百万円） 

㈱オートセブン 688  

㈲ナナツマチ 67  

共栄汽船㈱ 50  

 ㈱サンセブン  24 

 ㈱サンオートインターナショナル 22  

 その他  187 

合計 1,040  



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  (注)  平成19年３月20日開催の取締役会において、株主名簿管理人事務取扱場所の変更が決議され、次のとおりとなり

ました。(平成19年５月７日から実施) 

        取扱場所 大阪市北区堂島浜町一丁目１番５号 

         三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社大阪証券代行部 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 

  

大阪市中央区伏見町三丁目１番５号 (注) 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社大阪証券代行部 

株主名簿管理人 

  

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 

  

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 

  

大阪市中央区区伏見町三丁目１番５号  (注) 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社大阪証券代行部 

株主名簿管理人 

  

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 

  

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として、別途定める金額 

公告掲載方法 電子公告（http://www.g-7holdings.co.jp) 

株主に対する特典 

1,000円毎に使用可能なお買物優待券（300円）を毎年３月31日、９月30

日現在で100株以上、500株以上、1,000株以上所有の株主に対し各８枚、

各25枚、各50枚贈ります。  



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第31期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日近畿財務局長に提出。

(2）有価証券報告書及びその添付書類の訂正報告書 

 平成18年７月14日近畿財務局長に提出。 

  平成18年６月30日提出の有価証券報告書及びその添付書類に係る訂正報告書であります。 

 平成18年８月２日近畿財務局長に提出。 

  平成18年６月30日提出の有価証券報告書及びその添付書類に係る訂正報告書であります。 

(3）半期報告書 

 (第32期中) （自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日）平成18年12月21日近畿財務局長に提出。 

 (4)半期報告書の訂正報告書 

平成19年３月29日近畿財務局長に提出。 

     平成18年12月21日提出の半期報告書に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月30日  

株式会社Ｇ－７ホールディングス      

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 黒崎  寛 印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 常本 良治 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社G-7ホールディングス（旧社名株式会社オートセブン）の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会

計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社G-7ホールディングス（旧社名株式会社オートセブン）及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。 

追記情報 

1. 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より固定資

産の減損に係る会計基準を適用している。 

2. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年4月1日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を実施

している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月28日  

株式会社Ｇ－７ホールディングス      

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 橘 和良 印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 神田 正史 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社G-7ホールディングスの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につい

て監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社G-7ホールディングス及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、従来、不動産賃貸収入及び不動産賃

貸原価については営業外収益及び営業外費用に計上していたが、当連結会計年度より売上高及び売上原価に計上する方

法に変更している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月30日  

株式会社Ｇ－７ホールディングス      

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 黒崎  寛 印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 常本 良治 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社G-7ホールディングス（旧社名株式会社オートセブン）の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３１

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。  

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社G-7ホールディングス（旧社名株式会社オートセブン）の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了

する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

1. 会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

る。  

 2. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年４月１日付で会社分割を実施し、持株会社に移行してい

る。 

 3. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年4月1日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を実

施している。 

   会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                 

                                                               以  上

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月28日  

株式会社Ｇ－７ホールディングス      

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 橘 和良 印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 神田 正史 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社G-7ホールディングスの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第32期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。  

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社G-7ホールディングスの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

会計処理方法の変更に記載されているとおり、従来、不動産賃貸収入及び不動産賃貸原価については営業外収益及び営

業外費用に計上していたが、当事業年度より売上高及び売上原価に計上する方法に変更している。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                 

                                                               以  上

※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 
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